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厚生労働省医政局長

診療放射線技師法等の一部改正の施行について

標記について、別添のとおり各都道府県知事あて通知しましたので、その内容につ

いて御了知いただきますようお願いいたします。
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厚生労働省医政局長

（公印省略）

診療放射線技師法等の一部改正の施行について

本日公布された「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係

法律の整備等に関する法律J（平成26年法律第83号）及び「地域における医療及

び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律の施行に伴う

厚生労働省関係省令の整備等に関する省令」（平成26年厚生労働省令第71号）に

より、診療放射線技師法（昭和26年法律第22 6号）及び診療放射線技師法施行規

則（昭和26年厚生省令第33号）が改正され、その一部が同日付けで施行されたと

ころである。

今般の改正の内容は下記のとおりであるので、御了知の上、貴管内の市町村（特別

区を含む。）、関係機関、関係団体等に周知方願いたい。

記

1 改正の内容

診療放射線技師が、病院又は診療所以外の場所で、多数の者の健康診断を一時に

行う場合において、胸部エックス線検査（コンピュータ断層撮影装置を用いた検査

を除く。）のために 100万電子ボルト未満のエネノレギーを有するエックス線を照射

する場合には、医師又は歯科医師の立会いがなくても実施できるものとしたこと。

これに基づき、診療放射線技師に対し、医師又は歯科医師の立会いなしにエック

ス線の照射を行わせる場合には、医療安全上の配慮、が極めて重要で、あることから、

以下のような取組を実施し、安全の確保を十分lζ図るものとすること。

① 事前に責任医師の明確な指示を得ること

② 緊急時や必要時に医師に確認できる連絡体制の整備

③ 必要な機器・設備、撮影時や緊急時のマニュプノレの整備

④ 機器の日常点検等の管理体制、従事者の教育・研修体制の整備

2 施行期日

平成26年 6月25日



3 参考

今般の改正に先立つて、平成25年度厚生労働特別研究事業として、医師又は歯

科医師の立会いがない状況で、診療放射線技師が胸部エックス線撮影を行うことの

安全性について調査研究を行っているが、その結果を取りまとめた提言は別添のと

おりであること。



別添

平成25年度厚生労働特別研究事業

「健康診断におけるエックス線照射の安全性に関する研究J

健康診断におけるエックス線撮影時の医師文は歯科医師の

立ち会いに関する提言

く研究代表者〉

本田浩 九州大学医学大学院医学研究院臨床放射線科学教授

く研究分担者〉

待烏詔洋国立国際医療研究センター国府台病院放射線診療科長

く研究協力者〉

大友邦 東京大学医学部放射線医学教授

金津右 岡山大学医歯薬学総合研究科放射線医学教授

北村善明診療放射線技師会理事

栗林幸夫慶謄大学医学部放射線科学教授

(50音順敬称略）
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提言の骨子

1 検討の範囲

0 本提言は健診時の胸部エックス線撮影を対象とし、
医行為に関連する手技等が含まれる胃透視撮影や乳
房撮影等は対象としていない。

0 本研究では、検診車を有する健診機関（647施設）
に対してアンケートを実施し、その結果（363施設、
回答率56.1 %）も踏まえて検討した。

2 アンケートの結果’

0 検診車で胸部エックス線撮影を実施する場合に、医
師の同行「あり」と回答した施設であっても、撮影時
に実地で医師が立ち会っている施設は殆ど無い
0 80%の施設で2000年以降に導入された装置を使用
している
0 80%の施設で、直接撮影（デジタル方式を含む）が
実施されており、従来の間接ミラーカメラ方式より、
飛躍的に被ばく量が低減される方法で実施されてい
る
※直接撮影と間接撮影では3倍程度の実効線量の差があるとされている

（出典：有効性評価に基づく肺がん検診ガイドライン 平成18年度厚生労働省が

ん研究助成金「がん検診の適切な方法とその評価法の確立に関する研究J班）

0 99到の施設でホトタイマ※を使用している
※ホトタイマとは、自動的に必要なX線量を検知してX線照射を終了させる装置



3 医師の立ち会いに関する考え方

0 アンケートの結果から、診療放射線技師法制定当時
と比べて、撮影機器や撮影方法は格段に進歩しており、
安全性は保たれていると考えられる。

0 別の調査によると、胸部エックス線撮影を中止する L

場合の理由として、 「妊娠中または妊娠の可能性があ
る」ことが多くを占めており、事前に医師からの指示

があれば、実地で医師が立ち会わなくても適切に対応
できると考えられる。

4 まとめ

0 検診車で胸部エックス線撮影を行う場合に、医師又
は歯科医師の立ち会いを求めなくても、安全性の担保
は十分に可能であることが示唆された。

0 なお、エックス線撮影を伴う胃透視撮影や乳房撮影
等については、医行為に関連する手技等の評価を行う
必要があり、本研究での評価は困難である。

5 その他

0 一方で、安全性には問題ないものの、比較的被ばく
量の多い撮影機器や撮影方法もわずかに残っていた。
より安全な撮影の実施のために、以下の取り組みを推
奨してはどうかとの意見があった。

事前に責任医師の明確な指示を得ること
緊急時や必要時に医師に確認できる連絡体制の



G 

整備
必要な機器・設備の整備
撮影時や緊急時のマニュアルの整備
機器の日常点検等の管理体制の整備
従事者の教育・研修体制の整備



（別紙）

健康診断におけるエックス線照射の

安全性に関する研究

（アンケート調査結果）

平成25年度厚生労働科学研究費補助金

（厚生労働科学特別研究事業）



1 はじめに

放射線による検診は姉がん検診として胸部エックス線検査が、乳がん検診と
してマンモグラフィ検査が、胃がん検診として胃、視検査が広く全国で行われ

線技師法｛第26条第2項第2号）においては、多数の者の健康診断を一時に
行う場合には、医師又は歯科医師の立ち会いの下にエックス線を照射すること
とされており、立ち会いなしに上記検査等を行うことについては規制されてい
る。昨今の報道等や国会における質疑では、これらの事が指摘され、医師の立
ち会いの規制の是非について議論されているところである。 ， 

本調査は、検診等のエックス線照射の安全性が、医師の立ち会いの有無によ
り影響があるかどうかについて、全国の胸部エックス線撮影実施施設に対する
アンケート調査を行い、立ち会いの有無による安全性等の影響について学術的
な見地から検証することを目的としている。

（参考）診療放射線技師法第二十六条の2

2 

診療放射線技師は、病院又は診療所以外の場所においてその業務を行つてはなら
ない。ただし、次に掲げる場合はこの限りでない。

一 医師又は歯科医師が診察した患者について、その医師又は歯科医師の指示
を受け、出張して百万電子ボルト未満のエネルギーを有するエックス線を照射
する場合

二 多数の者の健康診断を一時に行う場合において、医師又は歯科医師の立会い
の下に百万電子ボルト未満のエネルギーを有するエックス線を照射するとき。

調査の内容

健康診断における胸部エックス線撮影について、撮影装置、撮影条件、出車

前点検の有無、低被ばく撮影の実施の有無、医師の立ち会いの有無、医師のエ

ックス線撮影実地での立ち会いの有無、具体的撮影条件等を調査した。

3 調査方法

検診車を所有すると思われる検診施設並びに医療機関647施設に対し、調査票

を郵送した。 調査票は平成25年7月31日に発送し、平成25年8月5日から8月18

日までの検診車での検診のうち、最も多い検診会場での胸部エックス線撮影に

ついて、各設問へ記載の上、平成25年8月23日までに郵送にて返送する自記方式

にて行った。

調査票の回収数は、 363施設から返送があり、回収率は56.1%であった。



4 調査結果

問1 撮影装置について

X線高電圧装置は、インバータ式が 331施設、コンデンサ式が29施設、そ

の他が1施設で、あった。X線高電圧装置の平均設置年は2005年であった。そ

れぞれの分布については、図1、2の通りであった。

X線高電圧装置
0% 

X線高電圧装置 設置年

。 3 

～1979年 1980年～1989年 1990年～1999年

巨ヨ

・1 インバータ式
・2 コンデンサ式
・3 その他

巨ヨ
300 

250 

200 

150 

100 

50 

。
2000年～



画像収集装置は、 FPDは197施設、 CR組込型デジタル出力式［検診用］

は50施設、 CRカセッテは0施設、直接フィルムチェンジャは 31施設、直

接カセッテ方式は 2施設、 間接ミラーカメラ ・デジタル出力は2施設、 間接

ミラーカメラ ・ロールフィルムは67施設、その他はO施設であった。 平均設

置年は2006年で、あった。それぞれの分布については、図、 3,4の通りであ

った。

画像収集装置 Eヨ
0% ・1 FPD 
・2 CR組込型デジタノレ出力式 ［検診用］

1~~。 ・3 CRカセッテ
1% ・4 直接フィノレムチェンジャ

・5 直接カセッテ方式
0% ・6 間接ミラーカメラ ・デジタル出力

・7 間接ミラーカメラ ・ローノレフィノレム
・8 その他

画像収集装置 設置年 巨ヨ
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平均SIDは179cmであった。 SIDの分布については、図5の通りであった。

SID 巨ヨ

・lOOcm未満
・lOOcm以上150cm未満
・150cm以上200cm未満
・200cm以上250cm未満
・250cm以上300cm未満

間2 検診を実施するにあたり、装置毎に設定された撮影条件の有無について。

装置毎に設定された撮影条件の有無について、「ありJと回答した施設は、

348施設、 「なし」 と回答した施設は、 13施設であった。分布については、

図6の通りであった。

問2 貴施設では、検診を実施するにあたり、装置毎に設定
された撮影条件がありますか？

4% 

巨ヨ

・あり

・なし



問3 出車前の点検の有無について。

出車前の点検の有無について、「ありJと回答した施設は260施設、「なしJ

と回答した施設は、 101施設であった。分布については、図7の通りであっ

た。

間3 貴施設では、出車前に何らかの点検を実施していま
すか？

問4 被ばく量が一定を超えないような実施の有無について。

巨ヨ

・あり

・なし

被ばく量が一定を超えないような実施の有無について、「ありJと回答した

施設は319施設、 「なしJと回答した施設は36施設で、あった。分布について

は図8の通りであった。

問4 貴施設では、胸部エックス線撮影での被ぱく量が一定の値
（直接撮影においては日本診療放射線技師会の目標値である
0.3mGy、間接撮影においてはICRP勧告のlmGyなど）を超えないよ
うに、実施していますか？

10% 

巨ヨ

・あり

・なし



問5 検診での医師の「同行」の有無について。

検診での医師の「同行Jの有無について、「あり」と回答した施設は 329

施設、「なしJと回答した施設は 30施設で、あった。分布については図9の通

りで、あった。

問5 検診に医師の「同行Jはありましたか？ 巨ヨ

・あり

・なし

問6 問5で医師の同行ありと回答した施設について、同行医師の X線撮影時

における実地での立ち会いの有無について。

実地での立ち会いの有無について、「ありJと回答した施設は 34施設、「な

し」と回答した施設は 301施設で、あった。分布については図 10の通りであ

った。

問6 問5で医師の同行ありと回答された施設にお聞きし ｜図IOI 
ます。上記、同行医師はX線撮影時に実地に立ち会ってい 」 ____J

ましたか？

10% 

・あり

・なし



問7 撮影条件について。

撮影条件について、平均管電圧は 123kVであった。分布については、図 11

の通りで、あった。平均mAsは3.84であった。分布については、図 12の通り

であった。

ホトタイマの利用については、「有jとの回答は 1680撮影、「無」との回答

は 10撮影であった。分布については、図 13の通りで、あった。
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ホトタイマの使用 ~ 

・あり

・なし



厚生労働科学特別研究

健康診断におけるエックス線照射の安全姓に関する研究・調査粟

※貴施設において、8月5日から日月18自主での検診車での検診の号ち、胸部エザクス線揖彰の対象者数が
最も多い検診会場での胸部エザクス総撮影について記載してください。

問1撮影装置の組み合わせをお答え下さい。
－複数の検診車を使用した場合は、主たるもの1つをご記載ください。

X線両電圧装置（以下の番号にOをつけてください） 画像収集装置（以下の番号にOをつけてください）

1 インバータ式 1 FPD 
2 コンデ、ンサ式 2 CR組込型デジタル出力式［検診用］
3 その｛也（ 3 CRカセッテ

4 直接フィルムチェンジャ
設置年を記載してください。 西暦（ ）年 5 直接カセッテ方式

6 間接ミラーカメラ・デ、ジタノレ出力
7 間接ミラーカメラ・ローノレフィルム
8 その他（

SIDを記入してください。 )cm 

設置年を記載してください。 西暦（ ）年

問2貴施設では、検診を実施するにあたり、装置毎に設定された撮影条件がありますか？
1 あり
2 なし

問3貴施設では、出車前に何らかの点検を実施していますか。
1 あり
2 なし

問4貴施設では、胸部エックス線撮影での被ばく量が一定の値（直接撮影においては日本診療放射線技師会
の目標値で、ある0.3mGy、間接撮影においてはICRP勧告のlmGyなど）を超えないように、実施していますかっ
1 その通り実施している
2 その通りには実施していない

問5検診に医師の「同行」はありましたか？
1 あり
2 なし

問6問5で医師の同行ありと回答された施設にお聞きします。
上記、同行医師はX線撮影時に実地に立ち会っていましたかっ
1 あり
2 なし

問7撮影条件をお答え下さい。
－実施した量担Q2§盈lにっし、て記載してください。
・管電流・照射時間もしくはmAsを記載してください。
・ホトタイマを使用している場合は、「ホトタイマの有無JにOをつけて下さい。

管電圧 管電流・照射時間 mAs lホトタイマの有無

－Aワ白qd4ARυ

)kV I ( )mAs・（ )ms I ( )mAs I 有・無

)kV I ( )mAs・（ )ms I ( )mAs I 有・無

)kV I ( )mAs・（ )ms I ( )mAs I 有・無

)kV I ( )mAs・（ )ms I ( )mAs I 有・無

)kV I ( )mAs・（ )ms I ( )mAs I 有・無
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「
第
二
十
二
条
」
を
「
第
二
十
四
条
」
に
改
め
る
。

第
一
条
中
「
か
ん
が
み
」
在
「
鑑
み
」
に
、
「
介
護
給
付
等
対
象
サ
l
Eス
等
を
提
供
す
る
施
設
及
び
設
備
の
計
画

的
な
整
備
等
」
在
「
効
率
的
か
つ
質
の
高
い
医
療
提
供
体
制
在
構
築
す
る
と
と
も
に
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
を
構

築
す
る
己
と
を
通
じ
、
地
域
に
お
け
る
医
療
及
び
介
護
の
総
合
的
な
確
保
」
に
、
「
老
人
」
を
「
高
齢
者
」
に
改
め
る
。

第
二
条
中
第
三
項
在
第
四
項
と
し
、
第
二
項
を
第
三
項
と
し
、
第
一
項
在
第
二
項
と
し
、
同
条
に
第
一
項
と
し
て

次
の
一
項
を
加
え
る
。

E
の
法
律
に
お
い
て
「
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
」
と
は
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
、
商
品
問
者
が
、
可
能
な
限

り
、
住
み
慣
れ
た
地
域
で
そ
の
有
す
る
能
力
に
応
じ
自
立
し
た
臼
常
生
活
在
営
む
己
と
が
で
き
る
よ
う
、
医
療
、

介
護
、
介
護
予
防
（
要
介
護
状
態
若
し
く
は
要
支
援
状
態
と
な
る
と
と
の
予
防
又
は
要
介
護
状
態
若
し
く
は
要
支

援
状
態
の
軽
護
右
し
く
は
悪
化
の
防
止
を
い
う
J
、
住
ま
い
及
び
自
立
し
た
臼
常
生
活
の
支
援
が
包
括
的
に
確
保

さ
れ
る
体
制
を
い
う
。

報

御

名

御

璽

平
成
二
十
六
年
六
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二
十
五
日

官

内
閣
総
理
大
臣
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安
倍

晋

第
二
章
の
章
名
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
二
章
地
域
に
お
け
る
医
療
及
び
介
護
の
総
合
的
な
確
保

第
三
条
の
見
出
し
を
「
（
総
合
確
保
方
針
ど
に
改
め
、
同
条
第
一
項
中
「
公
的
介
護
施
設
等
の
整
備
に
関
す
る
基
本
一

方
針
」
在
「
地
域
に
お
い
て
効
率
的
か
つ
質
の
高
い
医
療
提
供
体
制
在
構
築
す
る
と
と
も
に
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
一

ム
在
構
袋
す
る
こ
と
在
通
じ
、
地
域
に
お
け
る
医
療
及
び
介
護
を
総
合
的
に
確
保
す
る
た
め
の
基
本
的
な
方
針
」
に
、
一

「
整
備
基
本
方
針
」
者
『
総
合
確
保
方
針
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
整
備
基
杢
刀
針
」
を
う
総
合
確
保
方
針
」
一

に

改

め

、

同

項

各

号

を

次

の

ょ

っ

に

改

め

る

。

一

一
地
域
に
お
け
る
医
療
及
び
介
議
の
総
合
的
な
確
保
の
意
義
及
び
基
本
的
な
方
向
に
関
す
る
事
項
一

二
地
域
に
お
け
る
医
療
及
び
介
護
の
愛
ロ
的
な
確
保
に
関
し
、
医
療
法
（
昭
和
一
干
三
年
法
律
第
二
百
五
号
二

第
三
十
条
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
基
本
方
針
及
び
介
護
保
険
法
第
百
十
六
条
第
一
項
に
翠
芋
る
基
本
指
針
一

白

基

本

と

な

る

べ

き

事

項

一

三
次
条
第
一
項
に
規
定
す
る
都
道
府
県
計
画
及
び
第
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
市
町
村
計
画
の
作
成
並
び
に
こ
一

れ

ら

の

整

合

性

の

確

保

に

関

す

る

基

本

的

な

事

項

一

四
前
二
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
地
域
に
お
け
る
医
療
及
び
介
護
の
総
合
的
な
確
保
に
闘
し
、
次
条
第
一
項
一

に
規
定
す
る
都
道
府
県
計
画
、
医
療
法
第
三
十
条
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
医
療
計
画
（
以
下
「
医
療
計
画
」
一

と
い
う
。
）
及
び
介
護
保
険
法
第
百
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
都
道
府
県
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画
（
以
下
「
都
一

道
府
県
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画
」
と
い
う
。
）
の
襲
合
性
の
確
保
に
関
す
る
事
項
一

五
公
正
性
及
び
透
明
性
の
確
保
そ
の
他
第
六
条
の
基
金
を
充
て
て
実
施
す
る
同
条
に
規
定
す
る
都
道
府
県
事
業
一

に

関

す

る

基

本

的

な

事

項

一

六
そ
の
他
地
域
に
お
け
る
医
療
及
び
介
護
の
総
合
的
な
確
保
に
関
し
必
要
な
事
項
一

第
三
条
第
三
項
中
「
整
備
基
本
方
自
町
」
在
「
総
合
確
保
方
針
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
四
項
と
し
、
同
条
第
二
一

項

の

次

に

次

の

一

項

在

加

え

る

。

一

3

厚
生
労
働
大
臣
は
、
総
合
確
保
方
針
の
案
在
作
成
し
、
又
は
と
れ
在
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
一

め
、
医
療
又
は
介
護
老
受
け
る
立
場
に
あ
る
者
、
都
道
府
県
知
事
、
市
町
村
長
（
特
別
区
の
区
長
在
含
む
。
次
条
一

第
四
項
及
び
第
十
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
介
護
保
険
法
第
七
条
第
七
項
に
規
定
す
る
医
療
保
険
者
（
次
条
第
四
項
一

及
び
第
五
条
第
四
項
に
お
い
て
「
医
療
保
険
者
」
と
い
う
。
）
、
医
療
機
関
、
同
法
第
百
十
五
条
の
三
七
コ
第
一
項
一

に
規
定
す
る
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
（
次
条
第
四
項
及
び
第
五
条
第
四
項
に
お
い
て
「
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
」
一

と
い
う
。
）
、
診
療
文
は
調
剤
に
関
す
る
学
識
経
験
者
の
団
体
そ
の
他
の
関
係
団
体
、
学
識
経
験
在
有
す
る
者
そ
の
一

他
の
関
係
者
の
意
見
在
反
映
さ
せ
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。
一
一

第
二
十
二
条
第
一
項
中
「
第
十
六
条
」
在
「
第
十
八
条
」
に
改
め
、
同
条
在
第
二
十
四
条
と
す
る
。
一

第
四
章
中
第
二
十
一
条
在
第
二
十
三
条
と
し
、
第
三
章
中
第
二
十
条
を
第
二
十
二
条
と
し
、
第
十
九
条
在
第
二
十
一

一

条

と

す

る

。

、

一

第
十
八
条
第
二
項
中
「
第
十
四
条
」
在
「
第
十
六
条
」
に
改
め
、
同
条
を
第
二
十
条
と
し
、
第
十
七
条
在
第
十
九
一

条

と

し

、

第

十

六

条

在

第

十

八

条

と

す

る

。

一

第
十
五
条
嘉
一
項
中
「
第
十
一
条
第
一
項
」
を
「
第
十
三
条
第
一
項
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
第
十
一
条
第
一

三
項
」
を
「
第
十
三
条
第
三
項
」
に
改
め
、
同
条
在
第
十
七
条
と
し
、
第
十
四
条
在
第
十
六
条
と
し
、
第
十
条
か
ら
一

第

十

三

条

ま

で

を

二

条

ず

つ

繰

り

下

げ

る

。

一

第
九
条
中
「
〔
昭
和
二
十
『
一
年
法
樟
盟
主
ハ
十
七
号
）
」
在
削
り
、
警
軍
中
同
条
在
第
十
－
条
と
す
る
。
一

第
八
条
中
「
施
設
設
置
者
は
」
を
「
都
道
府
県
整
備
施
設
（
市
町
一
訂
一
囲
に
掲
載
さ
れ
た
事
業
に
係
る
施
設
に
限
一

る
。
）
に
係
る
施
護
老
設
置
す
る
者
（
以
下
E
の
条
に
お
い
て
「
施
設
設
置
者
」
と
い
う
J
は
」
に
、
「
市
町
村
整
備
施
一

設

」

在

「

都

道

府

県

整

備

施

設

』

に

改

め

、

同

条

を

第

十

条

と

す

る

。

一

第
七
条
中
「
市
町
村
整
備
計
画
に
掲
載
さ
れ
た
第
四
条
第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
業
」
在
「
都
道
府
県
事
業
」
一

に
ベ
市
町
村
整
備
施
設
」
を
「
都
道
府
県
整
備
施
設
」
に
改
め
、
「
（
以
下
「
施
設
設
置
者
」
と
い
う
。
ど
を
削
り
、
一

同

条

を

第

九

条

と

す

る

。

一

第
六
条
の
前
の
見
出
し
を
削
り
、
同
条
中
『
前
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
交
付
金
者
充
て
て
整
備
す
る
」
を
「
第
一

六
条
の
基
金
を
充
て
て
実
施
す
る
医
療
許
函
に
基
づ
く
事
業
に
要
す
る
費
用
又
は
」
に
、
「
同
法
」
在
「
医
療
法
第
三

十
条
の
九
文
は
老
人
福
祉
法
」
に
、
「
同
項
」
在
「
己
れ
ら
」
に
改
め
、
同
条
在
第
八
条
と
し
、
同
条
の
前
に
見
出
し

と
し
て
「
〔
老
人
福
祉
法
等
の
特
例
）
」
を
付
す
る
。



（号外第 141号）

第
十
九
条
第
三
項
中
「
第
八
条
第
二
十
六
項
」
者
「
第
八
条
第
二
十
七
項
」
に
改
め
る
。

第
三
十
一
条
第
四
項
中
「
第
八
条
第
二
十
一
項
」
を
「
第
八
条
第
二
十
二
項
」
に
、
「
同
条
第
二
十
七
項
」
在
「
同

条
第
二
十
八
項
」
に
改
め
る
。

別
表
第
二
そ
の
事
業
と
し
て
居
宅
介
護
老
行
う
者
文
は
特
定
福
祉
用
具
販
売
事
業
者
の
項
中
「
第
八
条
第
二
十
一

回
怜
h
慣
除
際
仁
什
仁
傾
卜
k
敗
め
る
。

l
h
惨
隙
放
射
線
技
師
法
の
一
部
改
正
）

第
士
一
条
診
療
放
射
線
技
師
法
〈
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
の
一
部
在
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
条
第
一
号
中
「
第
二
十
四
条
の
二
に
規
定
す
る
」
を
「
第
二
十
四
条
の
ニ
各
号
に
掲
げ
る
」
に
改
め
る
。

第
二
十
四
条
の
こ
の
見
出
し
中
「
検
査
」
を
「
検
査
等
」
に
改
め
、
同
条
中
「
磁
気
共
鳴
画
像
診
断
装
置
そ
の
他

の
画
像
に
よ
る
診
断
在
行
う
た
め
の
装
置
で
あ
っ
て
政
令
で
定
め
る
も
の
を
用
い
た
検
査
（
医
師
又
は
歯
科
医
師
の

指
示
の
下
に
行
う
も
の
に
限
る
J
」
を
「
次
に
掲
げ
る
行
為
」
に
改
め
、
同
条
に
次
の
各
号
を
加
え
る
。

一
磁
気
共
鳴
画
像
診
断
装
置
そ
の
他
の
画
像
に
よ
る
診
断
在
行
う
た
め
の
装
置
で
あ
っ
て
政
令
で
定
め
る
も
の

在
用
い
た
検
査
（
医
師
又
は
前
科
医
師
の
指
示
の
下
に
行
う
も
の
に
限
る
。
）
在
行
う
と
と
。

二
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
業
務
文
は
前
号
に
規
定
す
る
検
査
に
関
連
す
る
行
為
と
し
て
厚
生
労
福
田
省
令
で

定
め
る
も
の
〔
医
面
又
は
霞
科
医
師
の
具
体
的
な
指
示
在
受
け
て
行
う
も
の
に
限
る
。
）
在
行
う
こ
と
。

第
二
十
六
条
第
二
項
た
だ
し
書
中
「
場
合
は
」
在
「
場
合
は
、
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
中
「
と
き
」
の
下
に
「
（
前

号
に
掲
げ
る
場
合
在
除
く
J
」
在
加
え
、
同
号
を
同
項
第
三
号
と
し
、
同
項
第
一
号
の
次
に
次
の
一
号
在
加
え
る
。

二
書
数
の
者
の
健
康
診
断
荘
一
時
に
行
う
場
合
に
お
い
て
、
胸
部
エ
ツ
ヲ
ス
線
検
査
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
断
層
撮

影
装
置
を
用
い
た
検
査
を
除
く
。
〉
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
検
蚕
の
た
め
百
万
電
子
ボ
ル
ト
未
満
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
を
有
す
る
エ
ッ
ク
ス
線
在
照
射
す
る
と
き
。

（
歯
科
技
ヱ
土
法
の
一
部
改
正
）

第
十
三
条
歯
科
技
工
士
法
（
昭
和
三
十
年
法
律
第
萄
六
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

目
次
中
「
・
第
二
十
七
条
の
三
」
在
削
る
。

第
九
条
の
次
に
次
の
十
六
条
を
加
え
る
。

〔
指
定
登
録
機
関
の
指
定
）

第
九
条
の
二
厚
生
労
働
大
臣
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
己
ろ
に
よ
り
、
そ
の
指
定
す
る
者
（
以
下
「
指
定

登
録
機
関
」
と
い
う
J
に
、
歯
科
技
工
士
の
登
録
の
実
施
及
び
己
れ
に
関
連
す
る
事
務
（
以
下
「
登
録
事
務
」
と

い
う
。
）
在
行
わ
せ
る
と
と
が
で
き
る
。

2

指
定
量
録
機
関
の
指
定
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
己
ろ
に
よ
り
、
受
録
事
務
を
行
お
う
と
す
る
者
の
申

請
に
よ
れ
之
行
う
。

3

厚
生
労
働
犬
匡
は
、
他
に
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
を
受
け
た
者
が
な
く
、
か
っ
、
前
項
の
申
請
が
次
の
要

件
老
満
た
し
て
い
る
と
認
め
る
と
き
で
な
け
れ
ば
、
指
定
登
録
機
関
の
指
定
在
し
て
は
な
ら
な
い
。

一
識
見
、
設
備
、
建
録
事
務
の
実
施
の
方
法
そ
の
他
の
事
項
に
つ
い
て
の
登
録
事
務
の
実
施
に
関
す
る
計
画
が
、

登
録
事
務
の
適
正
か
つ
確
実
な
実
施
の
た
め
に
適
切
な
も
の
で
あ
る
と
と
。

二
前
号
の
登
録
事
務
の
実
施
に
関
す
る
計
画
の
適
正
か
つ
確
実
な
実
施
に
必
要
な
経
理
的
及
び
技
術
的
な
基
礎

在
有
す
る
も
の
で
あ
る
ζ
と。

4

厚
生
労
働
大
臣
は
、
第
二
項
の
申
請
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
指
定
登
録
機
関
の
指
定

在
し
て
は
な
ら
な
い
。

一
申
請
者
が
、
一
般
社
団
法
人
文
は
一
般
財
団
法
人
以
外
の
者
で
あ
る
己
と
。

二
申
請
者
が
、
そ
の
行
う
登
録
事
務
以
外
の
業
務
に
よ
り
登
録
事
務
を
公
正
に
実
施
す
る
と
と
が
で
き
な
い
お

そ
れ
が
あ
る
こ
と
。

三
申
請
者
が
、
第
九
条
の
十
三
の
規
定
に
よ
り
指
定
を
取
り
消
さ
れ
、
そ
の
取
消
し
の
日
か
ら
起
算
し
て
二
年

を
経
過
し
な
い
者
で
あ
る
こ
と
。

四
申
請
者
の
役
員
の
う
ち
に
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
が
あ
る
こ
介
。

イ
己
の
法
律

ι違
反
し
て
、
刑
に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
執
行
を
終
わ
り
、
又
は
執
行
を
受
け
る
己
と
が
な
く
な

っ
た
日
か
ら
起
算
し
て
二
年
を
経
過
し
な
い
者

ロ
次
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
命
令
に
よ
り
解
任
さ
れ
、
そ
白
解
任
の
日
か
ら
起
算
し
て
二
年
在
経
過
し
な

い
者
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（
指
定
登
録
機
関
の
役
員
の
選
任
及
び
解
任
）

第
九
条
の
三
指
定
登
録
機
関
の
役
員
の
選
任
及
び
解
任
は
、
厚
生
労
働
大
臣
の
認
可
を
受
け
な
け
れ
ば
、
そ
の
効

力
を
生
じ
な
い
。

Z
厚
生
労
働
大
臣
は
、
指
定
登
録
機
関
の
役
員
が
、
己
の
法
律
（
己
の
法
律
に
基
づ
く
命
令
文
は
処
分
在
含
む
。
）

若
し
く
は
第
九
条
の
五
第
一
項
に
規
定
す
る
登
録
事
務
規
程
に
違
反
す
る
行
為
在
し
た
と
昔
、
又
は
登
録
事
務
に

関
し
著
し
く
不
適
当
な
行
為
在
し
た
と
き
は
、
指
定
登
録
機
関
に
対
し
、
当
該
役
員
の
解
任
在
命
ず
る
こ
と
が
で

き
る
。
（
事
業
計
画
の
認
可
等
）

第
九
条
の
四
指
定
登
録
機
関
は
、
毎
事
業
年
度
、
事
業
計
画
及
び
収
支
予
算
在
作
成
し
、
当
該
事
業
年
度
の
開
始

前
に
（
第
九
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
を
受
け
た
日
の
属
す
る
事
業
年
度
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
指
定
を

受
け
た
後
遅
滞
な
く
て
厚
生
労
働
大
臣
の
認
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
己
れ
老
変
更
し
よ
う
と
す
る
と

き
も
、
同
様
と
す
る
。

2

指
定
蚕
録
機
関
は
、
毎
事
業
空
度
の
経
過
後
三
月
以
内
に
、
そ
の
事
業
年
度
の
事
果
報
告
書
及
び
収
支
決
算
書

者
作
成
し
、
厚
生
労
働
穴
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
登
録
事
務
規
程
）

第
九
条
の
五
指
定
登
録
機
関
は
、
登
録
事
務
の
開
始
前
に
、
登
録
事
務
の
実
施
に
関
す
る
規
程
（
以
下
「
登
録
事

務
規
程
」
と
い
う
。
）
を
定
め
、
厚
生
雰
働
大
臣
の
認
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
己
れ
を
変
更
し
よ
う
と
す

る
と
き
も
、
同
様
と
す
る
。

2

登
録
事
務
規
程
で
定
め
る
べ
き
事
項
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
。

3

厚
生
労
働
大
臣
は
、
第
一
項
の
認
可
在
し
た
登
録
事
務
規
程
が
登
録
事
務
の
適
正
か
つ
確
実
な
実
施
上
不
適
当

と
な
っ
た
と
認
め
る
と
き
は
、
指
定
登
録
機
関
に
対
し
、
当
該
登
録
事
務
規
程
在
変
更
す
べ
き
こ
と
を
命
ず
る
こ

と
が
で
き
る
。

（
規
定
の
適
用
等
）

第
九
条
の
六
指
定
登
録
機
関
が
登
録
事
務
を
行
う
場
合
に
お
け
る
第
五
条
及
び
第
六
条
第
二
項
（
第
八
条
第
三
項

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
在
含
む
。
）
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
第
五
条
中
「
厚
生
労
働
省
」
と
あ
る
の
は
「
指

定
登
録
機
関
」
と
、
第
六
条
第
二
項
中
「
厚
生
労
働
大
臣
」
と
あ
る
の
は
「
指
定
登
録
機
曹
と
、
「
免
許
を
与
え

た
と
き
は
、
歯
科
技
工
士
免
許
証
（
以
下
「
免
許
証
」
と
い
う
J
」
と
あ
る
の
は
「
前
項
の
塑
定
に
よ
る
登
録
在

し
た
と
き
は
、
当
該
登
録
に
係
る
者
に
歯
科
技
工
士
免
許
証
明
書
」
と
す
る
。

2

指
定
登
録
機
関
が
登
録
事
務
在
行
う
場
合
に
お
い
て
、
歯
科
技
工
士
名
簿
に
免
許
に
関
す
る
事
項
の
登
録
在
受

け
よ
う
と
す
る
者
又
は
歯
科
技
工
士
免
許
証
明
書
（
以
下
「
免
許
証
明
書
」
と
い
う
。
）
の
書
換
交
付
在
受
け
よ
う

と
す
る
者
は
、
実
質
を
勘
案
し
て
政
令
で
定
め
る
額
の
手
数
料
を
指
定
時
宜
録
機
関
に
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

3

前
項
の
規
定
に
よ
り
指
定
登
録
機
関
に
納
め
ら
れ
た
手
数
料
は
、
指
定
登
録
機
関
の
収
入
と
す
る
。

（
秘
密
保
持
義
務
等
）

第
九
条
の
七
指
定
登
録
機
閣
の
役
員
若
し
く
は
職
員
文
は
こ
れ
ら
の
者
で
あ
っ
た
者
は
、
登
録
事
務
に
関
し
て
知

り
得
た
秘
密
在
漏
ら
し
て
は
な
ら
な
い
。

2

登
録
事
務
に
従
事
す
る
費
定
豊
録
機
関
の
役
員
文
は
職
員
は
、
刑
法
｛
明
治
四
十
年
法
律
第
四
十
五
号
〕
そ
の

他
の
罰
則
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
法
令
に
よ
り
公
務
に
従
事
す
る
職
員
と
み
な
す
。

（
帳
簿
の
傍
付
け
等
）

第
九
条
の
八
指
定
登
録
機
関
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
帳
簿
を
備
え
付
け
、
己
れ
に
登
録

事
務
に
隠
す
る
事
項
で
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
老
記
範
し
、
及
ひ
己
れ
在
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
監
督
命
令
）

第
九
条
の
九
厚
生
労
働
大
臣
は
、
己
の
法
律
在
施
行
す
る
た
め
必
裏
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
指
定
登
録
機
関

に
対
し
、
登
録
事
務
に
関
し
監
督
上
必
要
な
命
令
を
す
る
と
と
が
で
き
る
。



（
移
戸
釘
計
画
の
変
更
等
）

第
十
条
の
四
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
移
戸
狂
訂
函
の
認
定
を
受
け
た
経
過
措
置
医
療
法
人
（
以
下
「
認
定
医
療
一

法
る
と
い
う
。
涯
、
当
該
認
定
に
係
る
移
行
計
画
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
厚
生
労
働
大
臣
の
認
定
者
一

受

け

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

一

2

厚
生
労
働
大
臣
は
、
認
定
医
療
法
人
が
前
条
第
一
項
の
認
定
に
係
る
移
行
計
画
〔
前
項
の
認
定
が
あ
っ
た
と
き
一

は
、
そ
の
変
更
後
り
も
の
。
以
下
「
認
定
移
行
計
画
」
と
い
う
J
に
従
っ
て
新
医
療
法
人
へ
の
移
行
に
向
け
た
取
一

組
在
行
っ
て
い
な
い
と
認
め
る
と
き
、
そ
の
他
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
き
は
、
そ
の
認
定
を
取
り
消
す
E
と一

が

で

き

る

。

一

3

厚
生
労
働
大
臣
は
、
認
定
医
療
法
人
が
認
定
移
行
計
画
に
記
載
さ
れ
た
前
条
第
二
項
第
四
号
の
移
行
の
期
限
ま
一

で
に
新
医
療
法
人
に
な
ら
な
か
っ
た
と
き
は
、
そ
の
認
定
を
取
り
消
す
も
の
と
す
る
。
一

4

前
二
項
の
規
定
に
よ
り
認
定
者
取
り
消
さ
れ
た
経
過
措
置
医
療
法
人
は
、
更
に
前
条
第
一
項
の
認
定
在
受
け
る
一

こ

と

が

で

き

な

い

。

一

5

前

条

第

四

項

の

規

定

は

、

第

一

項

の

認

定

に

つ

い

て

準

用

す

る

。

一

（

提

出

期

限

の

特

例

）

一

第
十
条
の
五
認
定
医
療
法
人
に
つ
い
て
は
、
医
療
法
第
五
十
二
条
第
一
項
中
「
一
一
一
月
以
内
」
と
あ
る
の
は
、
「
六
一

月

以

内

」

と

す

る

。

一

（

認

定

の

失

効

）

一

第
十
条
の
六
認
定
医
療
法
人
が
新
医
療
法
人
に
な
っ
た
と
き
は
、
当
該
認
定
医
療
法
人
が
受
け
た
附
則
第
十
条
の
一

三
第
一
項
の
認
定
（
附
則
第
十
条
の
四
第
一
項
の
認
定
者
含
む
。
）
は
、
そ
の
効
力
在
失
う
。
一

（

援

助

）

一

第
十
条
の
七
政
府
は
、
認
定
医
療
法
人
に
対
し
、
認
定
移
立
削
画
の
達
成
の
た
め
に
必
要
な
助
言
、
指
導
、
資
金
一

の

融

通

の

あ

っ

せ

ん

そ

の

他

の

援

助

在

行

う

よ

う

努

め

る

も

の

と

す

る

。

一

（

報

告

）

一

第
十
条
の
八
認
定
医
療
法
人
は
、
厚
生
労
樋
省
令
で
定
め
る
と
己
ろ
に
よ
り
、
認
定
移
重
量
の
実
施
状
況
に
つ
一

い

て

厚

生

労

働

大

臣

に

報

告

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

一

｛

権

限

の

委

任

）

一

第
十
条
の
九
附
則
草
条
の
三
喜
第
十
条
の
四
並
び
に
前
条
に
規
定
す
る
霊
実
働
大
臣
の
権
限
は
、
厚
生
労
一

働
省
令
で
定
め
る
と
己
ろ
に
よ
り
、
地
方
厚
生
局
長
に
委
証
す
る
と
と
が
で
き
る
。
・
一

2

前
項
の
規
定
に
よ
り
地
方
厚
生
局
長
に
委
任
さ
れ
た
権
限
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
己
ろ
に
よ
り
、
地
一

方

厚

生

支

局

長

に

委

任

す

る

と

と

が

で

き

る

。

一

（
社
会
福
祉
士
及
び
介
護
福
祉
士
法
等
の
一
部
在
改
正
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）
一

第
二
十
四
条
社
会
福
祉
士
及
ひ
介
護
福
祉
士
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
〔
平
成
十
九
年
法
律
第
百
二
十
五
号
）
一

日

一

の

一

部

在

次

の

ょ

っ

に

改

正

す

る

。

一

『
コ
一
附
則
第
一
条
中
「
平
成
二
十
七
年
四
月
一
日
」
を
「
平
成
二
十
八
年
四
月
一
日
」
に
改
め
る
。
一

引一

I
l附
l
蜘
l

一

u
r
b醇
期

日

）

一

日
一
嘉
一
条
己
の
法
律
は
、
公
布
の
日
文
は
平
成
二
士
ハ
年
四
月
一
日
の
い
ず
れ
か
遅
い
日
か
ら
施
行
す
る
。
花
だ
し
、
一

E
一

し

い

防

各

号

に

掲

げ

る

規

定

は

、

当

該

各

号

に

定

め

る

白

か

ら

施

行

す

る

。

一

年コ
l
第
士
言
葉
放
射
線
技
師
法
第
二
土
ハ
条
第
二
項
の
改
正
規
定
及
び
第
二
十
四
条
の
規
定
並
び
に
次
重
一

6
一
ぴ
に
附
則
第
七
条
、
第
十
三
条
た
だ
し
書
、
第
十
八
条
、
第
二
十
条
第
一
項
た
だ
し
書
、
第
二
十
二
条
、
第
二
十
一

三

五

、

第

二

fZ条
、
警
干
一
条
、
窒
八
十
一
条
、
警
ハ
十
二
条
、
空
ハ
十
四
条
、
第
六
十
七
条
、
第
七
十
二

成

一

条

及

び

第

七

十

二

条

の

規

定

公

布

の

日

一

平
一
二
第
三
条
の
規
定
（
医
療
法
第
三
十
条
の
三
第
一
項
の
改
正
規
定
（
「
厚
生
労
働
大
臣
は
」
の
下
に
「
、
地
域
に
お
一

け
る
医
療
及
び
介
護
の
総
合
的
な
確
保
の
促
進
に
関
す
る
法
律
｛
平
成
元
年
法
律
第
六
十
四
号
）
第
三
条
第
一
項
一

に
規
定
す
る
総
合
確
保
方
針
に
即
し
て
」
在
加
え
る
部
分
に
限
る
J
を
除
く
。
）
並
び
に
第
二
十
条
及
ひ
第
二
十
一
一
一

条
の
規
定
並
び
に
附
則
第
八
条
第
一
項
及
ひ
第
一
一
一
項
、
第
三
十
二
条
第
二
項
、
第
四
十
条
、
第
四
十
五
条
、
第
五

十
三
条
並
び
に
第
六
十
九
条
の
規
定
平
成
二
十
六
年
十
月
一
日
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三
第
二
条
の
規
定
、
第
四
条
の
規
定
（
第
五
号
に
掲
げ
る
改
正
規
定
者
除
く
。
）
、
第
五
条
の
う
ち
、
介
護
保
険
法

の
目
次
の
改
正
規
定
、
同
法
第
七
条
第
五
項
、
第
八
条
、
第
八
条
の
二
、
第
十
三
条
、
第
二
十
四
条
の
二
第
五
項
、

第
三
十
二
条
第
四
項
、
第
四
十
二
条
の
二
、
第
四
十
二
条
の
三
第
二
項
、
第
五
十
三
条
、
第
五
十
四
条
第
三
項
、

第
五
十
四
条
の
二
、
第
五
十
四
条
の
三
第
二
項
、
第
五
十
パ
条
第
一
項
、
第
六
十
八
条
第
五
項
、
第
六
十
九
条
の

三
十
四
、
第
六
十
九
条
の
三
十
八
第
二
項
、
第
六
十
九
条
の
三
十
九
第
二
項
、
第
七
十
八
条
の
二
、
第
七
十
八
条

の
十
四
第
一
項
、
第
百
十
五
条
の
十
二
、
第
百
十
五
条
の
二
十
二
第
一
項
及
び
第
百
十
五
条
の
四
十
五
の
改
正
規

定
、
同
法
第
百
十
五
条
の
四
十
五
の
次
に
十
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
開
法
第
百
十
五
条
の
四
十
六
及
び
第
百
十

五
条
の
四
十
七
の
改
正
規
定
、
同
法
第
六
章
中
同
法
第
百
十
五
条
の
四
十
八
在
同
法
第
百
十
五
条
の
四
十
九
と
し
、

同
法
第
百
十
五
条
の
四
十
七
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
百
十
七
条
、
第
百
十
八
条
一
第
百
二
十

二
条
の
二
、
第
百
二
十
三
条
第
三
項
及
び
第
百
二
十
四
条
第
三
項
の
改
正
規
定
、
同
法
第
吉
二
十
四
条
の
次
に
ニ

条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
間
引
法
第
百
二
＋
六
条
第
一
項
、
第
百
二
十
七
条
、
第
百
二
十
八
条
、
第
百
四
十
一
条
の

見
出
し
及
び
同
条
第
一
項
、
第
百
四
十
八
条
第
二
項
、
第
百
五
十
二
条
及
び
第
百
五
十
三
条
並
び
に
第
百
七
＋
六

条
の
改
正
規
定
、
同
法
第
十
一
章
の
章
名
の
改
正
規
定
、
同
法
第
百
七
十
九
条
か
ら
第
吉
八
十
二
条
ま
で
の
改
正

規
定
、
同
法
第
二
百
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
法
第
二
百
二
条
第
一
項
、
第
二
百
三
条
及
び
第
二

百
五
条
並
び
に
附
則
第
九
条
第
一
項
F占
ι
し
書
の
改
正
規
定
並
び
に
同
法
附
則
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
第

七
条
の
規
定
（
次
号
に
掲
げ
る
改
正
規
定
を
除
く
。
）
、
第
九
条
及
び
第
十
条
の
規
定
、
第
十
二
条
の
規
定
（
第
一

号
に
掲
げ
る
改
正
規
定
を
除
く
J
、
第
十
三
条
及
び
第
十
四
条
の
規
定
、
第
十
五
条
の
規
定
（
筆
ハ
号
に
掲
げ
る

改
正
規
定
在
除
く
。
）
、
第
十
六
条
の
規
定

m第
六
号
に
掲
げ
る
改
正
規
定
を
除
〈
J
、
第
十
七
条
の
規
定
、
第
十

八
条
の
規
定
（
第
六
号
に
掲
げ
る
改
正
規
定
を
除
く
。
）
、
第
十
丸
条
の
規
定
並
び
に
第
二
十
一
条
申
看
護
師
等
の

人
材
確
保
の
促
進
に
関
す
る
法
曲
第
二
条
第
二
項
の
改
正
規
定
奨
ひ
に
附
則
第
五
条
、
第
八
条
第
二
項
及
び
第
四

項
、
第
九
条
か
ら
第
十
二
条
ま
で
、
第
十
三
条
（
た
だ
し
書
を
除
く
。
）
、
第
十
四
条
か
ら
第
十
七
条
ま
で
、
第
二

十
八
条
、
第
三
十
条
、
第
三
十
二
条
第
一
項
、
第
三
十
三
条
か
ら
第
三
十
九
条
ま
で
、
第
四
十
四
条
、
第
四
十
六

条
並
び
に
第
四
十
八
条
町
規
定
、
附
則
第
五
十
条
の
規
定
（
第
六
号
に
掲
げ
る
改
正
規
定
を
除
く
J
、
附
則
第
五

十
一
条
の
規
定
、
附
則
第
五
十
二
条
の
規
定
〔
第
六
号
に
掲
げ
る
改
正
規
定
在
除
く
。
）
、
附
則
第
五
十
四
条
、
第

五
十
七
条
及
び
第
五
十
八
条
の
塑
定
、
附
則
第
五
十
九
条
中
高
齢
者
虐
待
の
防
止
、
高
齢
者
の
養
護
者
に
対
す
る

支
援
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
七
年
芦
倖
筆
由
一
干
四
号
）
第
二
条
第
五
項
第
二
号
の
改
正
規
定
（
「
同
条
第
十

四
項
」
在
「
同
条
第
十
二
項
」
に
、
「
向
条
第
十
八
項
」
在
「
同
条
第
十
六
項
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
〉
奨
ひ

に
附
則
第
六
十
五
条
、
第
六
十
六
条
及
び
第
七
十
条
の
規
定
平
成
二
十
七
年
四
月
一
日

四
第
五
条
中
介
護
保
険
法
第
二
十
二
条
第
一
項
の
改
正
規
定
、
同
法
第
四
十
九
条
の
次
に
一
条
在
加
え
る
改
正
規

定
、
開
法
第
五
十
条
及
び
第
五
十
一
条
の
三
第
一
項
の
改
正
規
定
、
同
法
第
五
十
九
条
の
次
に
一
条
在
加
え
る
改

正
規
定
並
び
に
伺
法
第
六
十
条
、
第
六
十
一
条
の
三
第
一
項
及
び
第
六
十
九
条
の
改
正
規
定
並
び
に
第
七
条
中
平

成
十
八
年
改
正
前
介
護
保
険
法
第
二
十
二
条
第
一
項
の
改
正
規
定
、
平
成
十
八
年
改
正
前
介
護
保
険
法
第
四
十
九

条
の
次
に
一
条
在
加
え
る
改
正
規
定
並
び
に
平
成
十
八
年
改
正
前
介
護
保
険
法
第
五
十
条
、
第
五
十
一
条
の
三
第

一
項
及
び
第
六
十
九
条
の
改
正
規
定
並
び
に
附
則
第
十
九
条
及
び
第
一
工
工
ハ
条
の
規
定
平
成
二
十
七
年
八
月
一

同
H

五
第
四
条
の
う
ち
、
医
療
法
の
目
次
の
改
正
規
定
（
「
第
三
章
医
療
の
安
全
の
確
保
（
第
六
条
の
九
l
第
六
条
の

「
第
三
章
医
療
の
安
全
の
確
保

十
二
）
」
在
第
一
節
医
療
白
安
全
の
確
保
の
た
め
の
措
置
（
第
六
条
の
九
第
六
条
の
十
四
）
に
改
め
る

第
二
節
医
療
事
故
調
査
・
支
援
セ
ン
タ
ー
（
第
六
条
の
十
五
f
第
六
条
の
二
十
七
）
」

部
分
に
限
る
。
）
、
同
法
第
三
意
中
第
六
条
ゐ
九
の
前
に
節
名
を
付
す
る
改
正
規
定
、
同
章
中
同
法
第
六
条
の
十
二

在
日
円
法
第
六
条
の
十
四
と
す
る
改
正
規
定
、
開
法
第
六
条
の
十
一
第
一
項
の
改
正
規
定
、
同
条
在
同
法
第
六
条
の

十
三
と
す
る
改
正
規
定
、
同
法
第
六
条
の
十
の
改
正
規
定
、
同
条
在
同
法
第
六
条
の
十
二
と
す
る
改
正
規
定
、
同

法
第
六
条
の
九
の
次
に
二
条
を
加
え
る
改
正
規
定
、
同
章
に
一
節
在
加
・
え
る
改
正
翠
店
、
同
法
第
十
七
条
の
改
正

規
定
、
同
法
第
七
十
二
条
第
三
項
の
改
正
規
定
（
「
第
六
条
の
十
一
第
四
項
」
者
「
第
六
条
の
十
三
第
四
項
、
第
六

条
の
二
十
一
、
第
六
条
の
二
十
二
第
二
項
」
に
改
め
る
部
分
に
限
る
。
〉
、
同
法
第
七
十
三
条
の
次
に
一
条
在
加
え

る
改
正
規
定
及
び
同
法
第
七
十
五
条
の
改
正
規
定
、
第
八
条
の
規
定
並
び
に
第
二
十
一
条
の
規
定
（
第
三
号
に
掲

げ
る
改
正
規
定
を
除
く
。
）
並
び
に
附
則
第
六
条
、
第
二
十
七
条
及
び
第
四
十
一
条
の
規
定
平
成
二
十
七
年
十
月

一日



凶
械
院
防
W
防
医
隙
阪
附
附
隠
初
際
協
阪
降
惚
陪
隊
能
付
随
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
白

施
行
に
伴
う
厚
生
労
働
省
関
孫
省
令
の
整
備
等
に
関
す
る
省
令

（
地
域
に
お
け
る
公
的
介
護
施
設
等
の
計
図
的
な
整
備
等
の
促
進
に
関
す
る
芦
律
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

一
第
一
条
地
域
に
お
け
る
公
的
介
護
結
語
等
の
計
画
的
な
整
備
等
の
促
進
に
関
す
る
法
偉
施
行
規
則
（
平
成
元
年
厚
生

一
省
令
第
三
十
四
号
）
の
一
部
在
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

一
題
名
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

一
地
域
に
お
け
る
区
療
及
ひ
介
護
の
総
合
的
な
確
保
の
促
進
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則

一
第
一
条
の
見
出
し
中
「
第
二
条
第
二
項
」
在
「
第
二
条
第
三
項
」
に
改
め
、
同
条
中
「
地
域
に
お
け
る
公
的
介
護

一
施
語
等
の
計
画
的
な
整
備
等
の
促
進
に
関
す
る
法
律
」
を
「
地
域
に
お
け
る
医
療
及
ひ
介
護
の
総
合
的
な
確
保
の
促

一
進
に
関
す
る
法
律
」
に
、
「
第
二
条
第
二
項
」
在
「
第
二
条
第
三
項
」
に
、
「
同
条
第
一
項
」
在
「
同
条
第
二
項
」
に
改

一
め
る
。

一
第
二
条
〔
見
出
し
在
含
む
。
）
中
「
第
二
条
第
三
項
第
三
号
イ
」
を
「
第
二
条
第
四
項
第
三
号
イ
」
に
改
め
る
。

一
第
三
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

一
（
法
第
四
条
第
二
項
第
二
号
イ
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
場
所
）

一
第
三
条
法
第
四
条
第
一
一
項
第
二
号
イ
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
場
所
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
一
老
人
福
祉
法
〔
昭
和
三
十
八
草
法
律
第
百
三
十
三
号
）
第
二
十
条
の
四
に
規
定
す
る
養
護
老
人
ホ
I
ム

一
二
老
人
福
祉
法
第
二
十
条
の
五
に
規
定
す
る
特
別
養
護
老
人
ホ
1
ム

一
三
老
人
福
祉
法
第
二
十
条
の
六
に
規
定
す
る
軽
質
老
人
ホ
l
ム

一
四
老
人
福
祉
法
第
二
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
有
料
老
人
ホ
ー
ム

一
五
前
各
号
に
掲
げ
る
場
所
の
ほ
か
、
医
療
在
受
け
る
者
が
療
養
生
活
を
営
む
と
と
が
で
き
る
場
所
で
あ
っ
て
、

一
医
療
耳
慣
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
百
五
号
〕
第
一
条
の
二
第
二
項
に
規
定
す
る
医
療
提
供
施
語
以
外
の
場
所

一
第
四
条
（
見
出
し
を
含
む
。
）
中
「
第
四
条
第
二
項
第
二
号
イ
」
を
「
第
五
条
第
二
項
第
二
号
ロ
」
に
改
め
、
同
条

一
第
七
号
中
「
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
三
十
三
号
）
」
在
削
る
。

一
第
五
条
（
見
出
し
を
含
む
。
）
中
「
第
四
条
第
二
項
第
二
号
ロ
」
在
「
第
五
条
第
二
項
第
二
号
ハ
」
に
改
め
る
。

一
第
六
条
（
見
出
し
在
含
む
。
）
中
「
第
四
条
第
二
項
第
二
号
ハ
」
を
「
第
五
条
第
二
項
第
二
号

E
に
改
め
、
同
条

一
第
六
号
中
「
第
四
条
第
二
項
第
二
号
イ
又
は
ロ
」
在
「
第
五
条
第
二
項
第
二
号
ロ
又
は
ど
に
改
め
、
同
条
第
七
号

一
中
「
公
的
介
護
施
設
等
在
整
備
す
る
」
在
「
医
療
及
び
介
護
の
総
合
的
な
確
保
の
た
め
の
」
に
改
め
る
。

一
第
七
条
及
び
第
八
条
在
削
る
。

一
第
九
条
（
見
出
し
在
含
む
。
）
中
「
第
十
一
条
第
二
項
第
十
号
」
在
「
第
十
三
条
第
二
項
第
十
号
」
に
改
め
、
同
条

一
を
第
七
条
と
す
る
。

一
第
十
条
（
見
出
し
在
含
む
。
）
中
「
第
二
十
条
第
一
項
」
を
「
第
二
十
二
条
第
一
項
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
ギ
「
第

一
十
二
条
」
を
「
第
十
四
条
」
に
改
め
、
同
条
在
第
八
条
と
す
る
。

日

一

第

十

一

条

中

「

第

二

十

一

条

第

一

項

」

在

「

第

二

十

三

条

第

一

項

」

に

、

「

第

十

一

条

第

一

項

、

第

十

三

条

第

一

項

」

5

一
を
「
第
十
三
条
第
一
項
、
第
十
五
条
第
一
項
」
に
、
「
第
十
五
条
第
二
項
」
老
「
第
十
七
条
第
二
項
」
に
、
「
第
十
四
条

可

一

第

一

項

」

在

「

第

十

六

条

第

一

項

」

に

、

「

第

十

八

条

第

二

項

」

在

「

第

二

十

条

第

二

項

」

に

、

「

第

十

五

条

第

一

項

、

月一

O
厚

生

労

働

省

令

第

七

十

一

号

一

第

十

六

条

、

草

案

、

第

十

八

条

第

一

重

量

十

九

条

」

を

「

草

七

委

員

第

十

八

条

、

草

案

、

引
一
地
域
に
お
け
る
医
療
号
室
の
総
合
的
な
確
保
在
推
進
す
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
苦
闘
す
る
法
律
（
平
成
一
第
一
干
章
一
項
喜
第
二
千
一
舎
に
改
め
、
同
条
在
主
管
す
る
。

リー

τ一
十
六
年
法
律
第
八
十
三
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に
地
域
に
お
け
る
医
療
及
び
介
護
の
総
合
的
な
確
保
の
促
進
に
一
（
介
護
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
〕

同
百
す
る
法
律
｛
平
成
元
年
法
律
第
六
十
四
号
）
第
四
条
第
二
項
第
二
号
ィ
、
介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
一
王
第
二
条
介
護
保
険
童
話
則
（
主
主
年
厚
生
省
令
第
三
土
ハ
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

正
一
三
号
）
第
五
十
一
条
の
＝
嘉
一
項
及
び
筆
ハ
十
一
条
の
三
第
一
噴
診
療
放
射
襲
師
法
（
昭
和
主
ハ
年
法
律
第
二
－
第
百
一
王
ハ
条
の
十
二
第
一
言
「
第
百
二
士
ハ
条
の
八
」
を
「
第
亘
一
土
ハ
条
の
十
」
に
改
め
る
。

じ
百
二
土
ハ
号
）
第
二
士
ハ
章
二
重
二
号
、
介
護
保
険
法
罪
法
（
平
成
九
年
法
襲
亘
干
四
号
）
軍
一
二
重
附
則
第
一
干
七
条
第
一
審
号
列
記
以
外
の
部
分
中
「
己
実
」
の
下
に
「
及
び
附
則
璽
手

4
2加え
る
。

同
王
項
並
び
に
地
域
に
お
け
る
医
療
及
び
介
護
の
総
合
的
な
確
保
老
推
進
す
る
た
め
の
閲
孫
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
附
則
に
次
の
＝
一
条
老
加
え
る
。

耳
律
附
則
第
十
一
一
一
条
た
だ
し
害
容
第
二
十
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
基
づ
き
、
地
域
に
お
け
る
医
療
及
び
介
護
の
第
一
話
相
十
ト
一
一
向
転
ト
持
詩
諸
問
的
肘
刊
誌
報
閥
均
時
間
一
時
ド
る
法
第
五
十
一
条
の
一
一
一

一
－
総
合
的
な
確
保
在
推
進
す
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
厚
生
労
働
省
関
係
省
令
の
整
第
一
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
要
介
護
被
保
険
者
に
係
る
第
八
十
一
一
一
条
の
五
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、

備

等

に

関

す

る

省

令

在

次

の

よ

う

に

定

め

る

。

同

条

中

「

四

月

か

ら

六

月

ま

で

」

と

あ

る

の

は

「

四

月

か

ら

七

月

ま

で

」

と

、

「

一

月

か

ら

六

月

ま

で

」

と

あ

る

の

平

成

二

十

六

年

六

月

二

十

五

日

は

「

一

月

か

ら

七

月

ま

で

」

と

す

る

。

参考2

64 （号外第 141寿）報官水曜日

厚
生
労
働
大
臣

悪
意
久



(2分冊の2)

（
法
第
六
十
一
条
の
三
第
一
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
居
宅
要
支
援
被
保
険
者
の
特
例
〉
一
第
七
百
十
二
条
第
二
十
六
号
中
「
地
域
に
お
け
る
公
的
介
護
施
逗
等
の
計
画
的
な
整
備
等
の
促
進
に
関
す
る
法
律

第
二
十
九
条
特
定
介
護
予
防
サ
I
巴

2
受
け
る
日
の
属
す
る

3
2干
七
年
七
月
で
あ
る
喜
ハ
十
一
条
一
章
一
章
一
墜
を
「
地
域
に
お
け
る
医
療
器
介
護
の
総
高
な
確
保
の
促
進
に
関
す
る
法
律
第
十
三
重
一

の
三
第
一
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
居
宅
要
支
援
被
保
険
者
に
係
る
第
九
十
七
条
の
三
の
規
定
の
適
用
に
つ
一
項
」
に
改
め
、
同
条
第
二
十
七
号
中
「
地
域
に
お
け
る
公
的
介
護
施
設
等
の
計
画
的
な
整
備
等
の
促
進
に
関
す
る
法

い
て
は
、
同
条
中
「
四

5
2
2で
」
と
あ
る
の
は
、
「
四

5
2
2で
」
と
す
る
。
一
事
士
ハ
条
」
を
「
地
域
に
お
け
る
医
療
器
介
護
の
総
合
的
な
確
保
の
促
苦
闘
す
る
法
事
十
八
舎
に
改
め

（
特
別
養
護
老
人
ホ
l
ム

の

旧

措

置

入

所

者

に

関

す

る

経

過

措

置

の

特

例

）

一

る

。

第
三
十
条
指
定
介
護
福
祉
施
設
サ
ー
ビ
ス
（
法
第
四
十
八
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
指
定
介
護
福
祉
施
設
一
（
介
護
保
険
法
煽
行
規
則
の
一
部
在
改
正
す
る
省
令
の
一
部
改
正
〉

サ
ー
ビ
ス
を
い
う
。
〉
老
受
け
る
白
の
属
す
る
月
が
平
成
二
十
七
年
七
月
で
あ
る
施
行
法
第
十
三
条
第
五
項
の
厚
生
一
第
七
条
介
護
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
在
改
正
す
る
省
令
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省
令
第
百
六
号
）
の
一
部
を
次

労
働
省
令
で
定
め
る
要
介
護
旧
措
置
入
所
者
に
係
る
第
百
七
十
二
条
の
こ
に
お
い
て
準
用
す
る
第
八
十
三
条
の
五
一
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
中
「
四
月
か
ら
六
月
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
四
月
か
ら
七
月
ま
で
」
と
、
「
二
附
則
第
三
条
中
「
第
百
七
十
二
条
の
二
の
規
定
」
の
下
に
「
並
び
に
地
域
に
お
け
る
医
療
及
び
介
護
の
総
合
的
な

月
か
ら
六
月
ま
で
」
と
あ
る
の
は
「
一
月
か
ら
七
月
ま
で
」
と
す
る
。
一
確
保
を
持
進
す
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
重
吉
関
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
厚
生
労
働
省
関
係
省
令
の
整
壁

E

（
健
康
保
険
法
等
の
一
部
在
改
正
す
る
法
律
附
則
第
百
三
十
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
一
関
す
る
省
令
（
平
成
二
十
六
年
厚
生
労
働
省
令
第
七
十
一
号
）
に
よ
る
改
正
後
の
介
護
標
険
法
施
行
規
制
附
則
第
三

る

も

の

と

さ

れ

た

介

護

保

険

法

施

行

規

則

の

一

部

改

正

〕

一

十

条

の

規

定

」

在

、

「

、

「

指

定

介

護

福

祉

施

設

サ

l
E
ス
」
と
あ
る
の
は
「
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
又
は
指
定
介

第
三
条
健
康
保
険
法
等
の
一
部
在
改
E
す
る
法
律
（
平
成
十
八
年
法
律
第
八
十
一
一
一
号
〕
附
剤
第
百
一
一
一
十
条
の
二
第
一
一
護
福
祉
施
設
サ
ー
ビ
ス
」
と
」
の
下
に
「
、
附
則
第
一
一
一
十
条
中
「
指
定
介
護
福
祉
施
設
サ
ー
ビ
ス
企
と
あ
る
の
は

項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
た
介
護
保
険
童
話
則
の
一
部
委
の
ょ
っ
に
改
正
す
一
「
指
定
地
域
密
着
型
サ

l
E窪
第
八
条
第
一
干
一
項
に
規
定
す
る
地
域
密
着
型
介
護
老
人
福
祉
施
設
入
所
重

る

。

一

活

介

護

に

限

る

。

）

文

は

指

定

介

護

福

祉

施

設

サ

ー

ビ

ス

企

と

」

を

加

え

る

。

附

則

に

次

の

一

条

在

加

え

る

。

一

（

社

会

福

祉

士

及

び

介

護

福

祉

士

法

施

行

規

則

の

一

部

在

改

正

す

る

省

令

の

一

部

改

正

〉

（
法
第
五
十
一
条
の
一
一
一
第
一
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
要
介
護
被
保
険
者
の
特
例
）
一
第
八
条
社
会
福
祉
士
及
び
合
議
福
祉
士
法
語
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
〈
平
成
二
十
三
年
厚
生
労
働
省
令
第

第
一
干
八
条
特
定
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
日
の
属
す
る
月
が
平
成
一
一
主
年
七
月
で
あ
る
法
第
五
十
一
条
の
一
一
一
一
亘
一
士
き
の
一
部
委
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
－
項
の
星
労
働
省
令
で
定
め
る
要
介
護
被
保
険
者
に
係
る
第
八
十
三
条
の
五
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
一
附
問
主
一
喜
一
一
一
項
中
「
平
成
二
王
雪
一
月
三
十
百
」
を
「
平
成
二
十
八
年
＝
一
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
。

同
条
中
「
四
月
か
ら
六
月
号
」
と
あ
る
の
は
「
四
月
か
ら
七
月
号
」
と
、
「
一

Z
Eハ
月
ま
で
」
と
あ
る
の
一
附
則
第
五
条
中
「
平
成
一
干
七
年
四
月
一
日
」
在
「
平
成
二
十
八
年
四
月
一
日
」
に
改
め
る
。

は

「

一

月

か

ら

七

月

ま

で

」

与

る

。

一

（

社

会

福

祉

土

器

介

護

福

祉

士

法

蓮

襲

撃

の

一

望

改

正

す

る

省

令

等

の

一

部

改

正

）

（

語

放

射

線

技

師

法

施

量

刑

の

一

部

改

正

〕

一

第

九

条

次

に

掲

げ

る

宮

古

雲

中

「

平

成

二

十

七

年

四

月

一

E
を
「
平
成
二
十
八
年
四
月
一

E
に
改
め
る
。

第
四
条
護
放
射
線
技
師
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
土
谷
厚
生
省
令
警
干
三
号
）
の
一
塁
次
の
よ
う
に
改
正
す
て
社
会
福
祉
士
号
介
護
福
祉
士
法
控
打
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
平
成
｝
王
一
一
年
重
労
働
省
令
第

る

。

一

百

三

十

二

号

）

附

則

第

一

条

第

三

章

の

章

名

を

次

の

よ

う

に

改

め

る

。

一

一

一

社

会

福

祉

士

及

ひ

介

護

福

祉

士

法

施

行

規

則

及

び

精

神

保

健

福

祉

士

一

法

施

行

規

則

の

一

部

在

改

正

す

る

省

令

一
（
平
成
二
十
五
年
厚
生
労
働
省
令
第
二
十
二
号
）
附
則
第
一
条

第

三

章

業

務

等

一

一
1
1附
ド
』

F

第

三

章

中

第

十

六

条

の

前

に

次

の

一

条

を

加

え

る

。

一

一
（
施
灯
期
日
）

（
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
二
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
検
査
）

T
I
l
l

一
第
一
条
と
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

第
十
五
条
の
ニ
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
二
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
検
査
は
、
胸
部
エ
ッ
ク
ス
線
検
査
（
コ
一
一
（
改
正
法
附
則
第
十
三
条
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
る
別
段
の
申
出
）

ン
ピ
ュ
l
予

断

層

撮

影

装

置

者

用

い

た

も

の

を

除

く

。

）

と

す

る

。

一

一
第
＝
条
介
護
保
険
法
第
五
十
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
介
護
予
防
サ
l
ぜ
ス
事
業
者
（
以
下
ζ
の
項
に
お
い
て

（

老

人

福

祉

法

施

行

規

則

の

一

部

改

正

）

一

一
「
指
定
介
護
予
防
サ
I
Eス
葦
書
」
と
い
う
。
）
で
あ
っ
て
、
同
法
第
八
条
の
二
第
二
項
に
規
定
す
る
介
護
予
防
訪

第
五
条
老
人
福
祉
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
八
年
塁
審
第
二
十
八
号
）
の
－
部
委
の
よ
う
に
改
正
す
る
。
一
間
介
護
文
は
同
条
第
七
項
に
規
定
す
る
介
護
予
防
通
所
介
護
老
行
う
も
の
に
係
る
地
域
に
お
け
る
医
療
及
び
介
警

第
一
条
の
二
中
「
地
域
に
お
け
る
公
的
介
護
施
設
等
の
計
画
的
な
襲
備
等
の
促
進
に
関
す
る
法
律
」
在
「
地
域
に
一
総
合
的
な
確
保
在
推
進
す
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
改
正
法
」
と
い
う
J
附
則
第
十

お
け
る
医
療
喜
介
護
の
総
高
な
確
保
の
促
進
に
関
す
る
法
律
」
に
、
「
第
二
条
第
三
項
第
三
き
そ
第
二
条
第
一
＝
菜
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
る
別
段
の
自
は
、
次
の
事
項
在
記
載
し
た
申
出
事
豊
富
に
係
る
指
定
介
護
予

星

第

三

号

」

に

改

め

る

。

一

防

サ

l
巴
ス
霊
者
の
事
業
所
の
所
章
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
知
聖
書
町
村
長
（
他
の
市
町
村
が
す
介
護

E労
働

省

組

織

規

則

の

一

部

改

喜

一

保

険

の

被

保

険

者

が

当

該

申

出

に

号

室

介

護

予

防

サ

ー

ビ

ス

を

利

用

し

て

い

る

場

合

に

は

、

当

該

他

の

市

町

村

第
六
条
厚
生
労
働
省
組
織
規
則
（
平
成
十
三
年
塁
労
働
省
令
第
一
き
の
一
部
委
の
よ
う
に
改
正
す
る
。
一
の
長
在
含
む
。
）
に
提
出
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。

第
七
百
七
条
第
七
十
五
号
中
「
地
域
に
お
け
る
公
的
介
護
施
庖
等
の
計
画
的
な
整
備
等
の
促
進
に
関
す
る
法
語
」
一
一
当
該
申
出
に
係
る
指
定
介
譲
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
の
事
業
所
の
名
称
及
立
附
在
地
並
び
に
そ
の
代
表
者
及
び

在
「
地
域
に
お
け
る
医
療
及
び
介
護
の
総
合
的
な
確
保
の
促
進
に
関
す
る
喜
」
に
、
「
第
十
一
条
第
一
項
」
在
「
第
一
管
理
者
の
氏
名
号
住
所

十
三
条
第
一
患
に
改
め
、
星
第
七
士
ハ
君
「
地
域
に
お
け
る
公
的
介
護
施
設
等
の
計
画
的
な
整
備
等
の
促
進
一
二
改
正
法
附
則
第
十
三
重

2
2指
定
在
不
裏
と
す
る
旨

に
関
す
る
法
律
第
十
六
舎
を
「
地
域
に
お
け
る
医
療
及
ひ
介
護
の
総
合
的
な
確
保
の
促
進
に
関
す
る
法
律
第
十
八
一

2

指
定
都
市
又
は
中
核
市
の
区
域
に
所
在
す
る
事
業
所
に
係
る
申
出
在
す
る
場
合
に
お
け
る
前
項
の
規
定
の
適
用
に

き

に

改

め

る

。

つ

い

て

は

、

同

項

中

「

都

道

府

県

知

事

及

び

市

町

村

長

」

と

あ

る

の

は

「

指

定

都

市

文

は

中

核

市

の

長

」

と

す

る

。

（号外第 141号）報官水曜日平成26年6月25日65 



参考3

O

診
療
放
射
線
技
師
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）

【
公
布
日
・
平
成
二
十
七
年
四
月
一
日
施
行
】

（抄）

（
第
十
二
条
関
係
）

（傍線の部分は改正部分）

第 第

二｜ー｜
助と 第＝ のほ十一三（画像

一号四（

する第師の装置磁
で下号 を条欠

し十か四 （定問に 心除 格

行為
指 で 気 て一、条診 略めじ掲げ 身き次事

条 刀て あ 共鳴 、条第保の装断
）る。 の、に由

改
と 第 の Jコ 次健二 も）る 障以掲）

し 下 て
診像画

一師 置 のを業務 害下げ
て 項

政ノ寸ゐ3、
掲 項助診を 適に「る

厚生 T，もつi 
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参考

がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針

（健発第 03 3 1 0 5 8号平成 20年 3月 31日厚生労働省健康局長通知別添）

（平成 25年 3月 28日一部改正）

（平成 26年 6月 25日一部改IE)

第 1 目的

この指針は、がんが国民の生命及び健康にとって重大な問題となっている現状

にかんがみ、がん予防重点健康教育及びがん検診の実施に関し必要な事項を定め、

がんの予防及び早期発見の推進を図ることにより、がんの死亡率を減少させるこ

とを目的とする。

第2 がん予防重点健康教育

1 種類

がん予防重点健康教育の種類は、次のとおりとする。

( 1 ）胃がん予防健康教育

( 2）子宮頚がん及び子宮体がん予防健康教育

( 3）肺がん予防健康教育

( 4）乳がん予防健康教育

( 5）大腸がん予防健康教育

2 実施内容

がん予防重点健康教育は、がん検診を受診することの重要性に加え、おおむね

次に掲げる事項に関し実施する。

なお、次に掲げる事項以外の事項については、 「健康増進法第 17条第 1項及

び第 19条の2に基づく健康増進事業について」 （平成20年 3月 31日付け健

発第03 3 1 0 2 6号厚生労働省健康局長通知）の別添「健康増進事業実施要領j

（以下「健康増進事業実施要領」という。）の第2の3等に準ずる。

( l）胃がんに関する正しい知識並びに胃がんと食生活及び喫煙等との関係の理解

等について

( 2）子宮頚がん及び子宮体がんに関する正しい知識及び子宮頚がんとヒトパピロー

マウイルスへの感染との関係の理解等について

( 3）肺がんに関する正しい知識及び姉がんと喫煙との関係の理解等について

( 4）乳がんに関する正しい知識及び乳がんの自己触診の方法等について

( 5）大腸がんに関する正しい知識及び大腸がんと食生活等との関係の理解等につ

いて

1
4
 



3 実施に当たっての留意事項

( 1 ）胃がん予防健康教育を実施する場合は、胃がんの予防においては、食生活の

改善や禁煙等の一次予防と二次予防（検診）とが共に重要な役割を担うことか

ら、胃がん検診と緊密な連携が確保された実施体制を整備するなど、その効率

的・効果的な実施に配慮する。

一（ 2）子宮頚がん及び子宮体がん予防健康教育を実施する場合は、子宮頚がんの多

くに性感染症の病原体の一つであるヒトパピローマウイルスが関与していること

を踏まえ、必要に応じ、教育関係者や母子保健担当者とも連携を図るなど、その

効率的・効果的な実施に配慮する。

なお、エストロゲン単独投与を受けたことがある者等子宮体がんのハイリス

ク者と考えられる者については、子宮体がんに権怠する可能性が高いことを説

明した上で、今後不正性器出血等の臨床症状を認めた場合には、速やかに専門

医療機関を受診するよう指導すること。

( 3）肺がん予防健康教育を実施する場合は、目市がん検診の実施会場において同時

に実施するなど、他の事業との連携や対象者の利便性に配慮する。

( 4）乳がん予防健康教育を実施する場合は、我が固において40歳代の女性ずに権

居、率が高い状況を踏まえ、働く女性に対する健康教育を実施する産業保健とも

緊密な連携が確保された実施体制を整備するなど、その効率的・効果的な実施

に配慮する。

なお、 30歳代の女性については、この指針に規定する乳がん検診の対象と

はならないものの、催患率が上昇傾向にあることを踏まえ、自己触診の重要性

及び異常がある場合の専門医療機関への早期受診等に関する指導を行うこと。

( 5）大腸がん予防健康教育を実施する場合は、大腸がんの予防においては、食生

活の改善等の一次予防と二次予防（検診）とが共に重要な役割をす旦うことから、

大腸がん検診と緊密な連携が確保された実施体制を整備するなど、その効率的

・効果的な実施に配慮する。

第3 がん検診

1 総則

( 1 ）種類

がん検診の種類は、次に掲げる検診（当該検診に基づく受診指導を含む。）

とする。

① 胃がん検診

② 子宮頚がん検診

③ 肺がん検診

④ 乳がん検診

nJ白



⑤ 大腸がん検診

⑥ 総合がん検診

( 2）実施体制

がん検診の実施体制は、次のとおりとする。

① がん検診に習熟した検診担当医及び検診担当臨床検査技師等が確保されて

し、ること。

② 2から 7までに規定する検診項目、結果の通知及び記録の整備が実施され

ていること。

③ 都道府県に、 「健康診査管理指導等事業実施のための指針について」 （平

成 20年3月31日付け健総発0331012号厚生労働省健康局総務課長

通知）の別添「健康診査管理指導等事業実施のための指針」 （以下「健康診

査管理指導等事業実施のための指針Jという。）に基づき、生活習慣病検診

等管理指導協議会が設置され、同協議会の下に、がんに関する部会（胃がん

部会、子宮がん部会、肺がん部会、乳がん部会及び大腸がん部会をいう。以

下「各部会Jという。）が設置されていること。

④ 各部会において、この指針及び「健康診査管理指導等事業実施のための指

針」に基づくがん検診の評価、指導等が実施されていること。

⑤ その他精度管理に関する事項が適切に実施されていること。

( 3）対象者

① 胃がん検診、肺がん検診及び大腸がん検診については、当該市町村の区域

内に居住地を有する 40歳以上の者を対象とする。

② 乳がん検診については、当該市町村の区域内に居住地を有する 40歳以上

の女性を対象とする。

③ 子宮頚がん検診については、当該市町村の区域内に居住地を有する 20歳

以上の女性を対象とする。

④ 総合がん検診については、当該市町村の区域内に居住地を有する 40歳及

び50歳の者を対象とする。

( 4）実施回数

① がん検診は、原則として同一人について年1回行う。

ただし、乳がん検診及び子宮頚がん検診については、原則として同一人に

ついて2年に 1回行い、前年度受診しなかった者に対しては、積極的に受診

勧奨を行う。また、受診機会は、乳がん検診及び子宮頚がん検診についても、

必ず毎年度設けることとし、受診率は、以下の算定式により算定する。

受診率＝（（前年度の受診者数）＋（当該年度の受診者数）ー（前年度及び

当該年度における 2年連続受診者数））／（当該年度の対象者数

qυ 



*) x 1 0 0 

＊対象者数は、年1回行うがん検診の場合と同様の考え方で算定する。

② 総合がん検診を行った者に関しては、胃がん検診、肺がん検診及び大腸が

ん検診については当該年度において、乳がん検診及び子宮頚がん検診につい

ては当該年度及び次年度において、その実施を要しないものする。

( 5）受診指導

① 目的

受診指導は、がん検診の結果「要精検Jと判定された者に対し、精密検査

の重要性を説明した上で、医療機関への受診を指導することにより、的確な

受診が確保されることを目的とする。

② 対象者

がん検診の結果「要精検」と判定された者

③ 実施内容

ア指導内容

がん検診の結果「要精検」と判定、された者に対し、医療機関への受診を

指導する。

イ 結果等の把握

医療機関との連携の下、受診の結果等について把握する。

なお、個人情報の取扱いについては、 「医療・介護関係事業者における

個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」 （平成 16年 12月 24 

日付け医政発第 12 2 4 0 0 1号・薬食発第 12 2 4 0 0 2号・老発第 1
224002号厚生労働省医政局長・医薬食品局長・老健局長通知）を参

照すること。

④ 記録の整備

受診の有無、受診指導及び当該受診指導後の受診状況の記録は、がん検診

の記録と合わせて台帳を作成・管理するなど、継続的な受診指導等に役立て

る。

⑤ その他

各部会は、市町村における受診指導の実施状況について把握し、広域的な

見地から精検受診率を向上させるための具体的な改善策を検討する。

2 胃がん検診

( 1 ）検診項目

胃がん検診の検診項目は、次に掲げる問診及び胃部エックス線検査とする。

① 問診
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問診に当たっては、現在の病状、既往歴、家族歴及び過去の検診の受診状

況等を聴取する。

② 胃部エックス線検査

ア 胃部エックス線検査は、胃がんの疑いがある者を効率的にスクリーニン

グする点を考慮し、原則として間接撮影とする。

ただし、地域の実情に応じ、直接撮影を用いても差し支えない。

なお、間接撮影は、 7×7c皿以上のフィルムを用い、撮影装置は、被曝

線量の低減を図るため、イメージ・インテンシファイア方式が望ましい。

イ 撮影枚数は、最低7枚とする。

ウ 撮影の体位及び方法は、日本消化器がん検診学会の方式による。

エ 造影剤の使用に当たっては、その濃度を適切に保っとともに、副作用等

の事故に注意する。

( 2）胃部エックス線写真の読影方法

胃部エックス線写真の読影は、原則として十分な経験を有する 2名以上の医

師によって行い、その結果に応じて、過去に撮影した胃部エックス線写真と比

較読影することが望ましい。

( 3 j結果の通知

検診の結果については、精密検査の必要性の有無を附し、受診者に速やかに

通知する。

( 4）記録の整備

検診の記録は、氏名、年齢、住所、過去の検診の受診状況、胃部エックス線

写真の読影の結果及び精密検査の必要性の有無等を記録する。

また、受診指導の記録を併せて整理するほか、必要に応じて個人票を作成し、

治療の状況等を記録する。

( 5）事業評価

胃がん検診の実施に当たっては、適切な方法及び精度管理の下で実施するこ

とが不可欠であることから、市町村は、 「今後の我が固におけるがん検診事業

評価の在り方について」 （がん検診事業の評価に関する委員会報告書（平成20年

3月）。以下「報告書Jという。）の「胃がん検診のための事業評価のためのチ

ェックリスト（市町村用）」を参考とするなどして、検診の実施状況を把握する。

その上で、保健所、地域医師会及び検診実施機関等関係者と十分協議を行い、地

域における実施体制の整備に努めるとともに、胃がん部会における検討結果を踏

まえ、その指導又は助言に基づき、検診実施機関の選定及び実施方法等の改善を

行う。

また、都道府県は、胃がん部会においてJ地域がん登録を活用し、及び報告

書の「胃がん検診のための事業評価のためのチェックリスト（都道府県用）」
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を参考とするなどして、がんの擢患動向、検診の実施方法及び精度管理の在り

方等について専門的な見地から検討を行い、市町村に対する技術的支援及び検

診実施機関に対する指導を行う。

なお、胃がん検診における事業評価の基本的な考え方については、報告書を

参照すること。

( 6）検診実施機関

① 検診実施機関は、適切な方法及び精度管理の下で胃がん検診が円滑に実施

されるよう、報告書の「胃がん検診のための事業評価のためのチェックリス

ト（検診実施機関用）」を参考とするなどして、胃部エックス線検査の精度管

理に努める。

② 検診実施機関は、胃がんに関する正確な知識及び技能を有するものでなけ

ればならない。

③ 検診実施機関は、精密検査実施施設と連絡をとり、精密検査の結果の把握

に努めなければならない。

④ 検診実施機関は、胃部エックス線写真を少なくとも 3年間保存しなければ

ならない。

⑤ 検診実施機関は、胃がん部会における検討結果を踏まえ、その指導又は助

言に従い、実施方法等の改善に努める。

3 子宮頚がん検診

( 1 ）検診項目

① 子宮頚がん検診の検診項目は、次に掲げる問診、視診、子宮頚部の細胞診

及び内診とし、必要に応じてコルポスコープ検査を行う。

ア問診

問診に当たっては、妊娠歴、分娩歴、月経の状況、不正性器出血等の症

状の有無及び過去の検診の受診状況等を聴取する。

イ視診

腹鏡を挿入し、子宮頚部の状況を観察する。

ウ 子宮頚部の細胞診（細胞採取の方法）

子宮頚部の細胞診については子宮頚管及び陸部表面の全面擦過法によっ

て検体を採取し、迅速に固定した後、パパニコロウ染色を行い顕微鏡下で

観察する。

エ内診

双合診を実施する。

( 2）子宮頚部の細胞診の実施

① 検体の顕微鏡検査は、十分な経験を有する医師及び臨床検査技師を有する

専門的検査機関において行う。この場合において、医師及び臨床検査技師は、
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日本臨床細胞学会認定の細胞診専門医及び細胞検査士であることが望ましい。

② 子宮頚部の細胞診の結果は、ベセスダシステムによって分類し、精密検査

の必要性の有無を決定し、速やかに検査を依頼した者に通知する。

なお、検体が不適正であった場合には、再度子宮頚部の細胞診を実施する

( 3）結果の通知

子宮頚がん検診の結果については精密検査の必要性の有無を附し、受診者に

速やかに通知する。

( 4）記録の整備

検診の記録は、氏名、年齢、住所、過去の検診の受診状況、子宮頚部の細胞

診の結果、子宮頚部の精密検査の必要性の有無等を記録する。

また、受診指導の記録を合わせて整理するほか、必要に応じて個人票を作成

し、治療の状況等を記録する。

( 5）事業評価

子宮頚がん検診の実施に当たっては、適切な方法及び精度管理の下で実施す

ることが不可欠であることから、市町村は、報告書の「子宮頚がん検診のため

の事業評価のためのチェックリスト（市町村用）」を参考とするなどして、検

診の実施状況を把握する。その上で、保健所、地域医師会及び検診実施機関等

関係者と十分協議を行い、地域における実施体制の整備に努めるとともに、子

宮がん部会における検討結果を踏まえ、その指導又は助言に基づき、検診実施

機関の選定や実施方法等の改善を行う。

また、都道府県は、子宮がん部会において、地域がん登録を活用し、及び報

告書の「子宮頚がん検診のための事業評価のためのチェックリスト（都道府県

用）」を参考とするなどして、がんの擢患動向、検診の実施方法及び精度管理

の在り方等について専門的な見地から検討を行い、市町村に対する技術的支援

及び検診実施機関に対する指導を行う。

なお、子宮頚がん検診における事業評価の基本的な考え方については、報告書

を参照すること。

( 6）検診実施機関

① 検診実施機関は、適切な方法及び精度管理の下で子宮頚がん検診が円滑に

実施されるよう、報告書の「子宮頚がん検診のための事業評価のためのチェ

ックリスト（検診実施機関用）」を参考とするなどして、細胞診等の精度管

理に努める。

② 検診実施機関は、子宮頚がんに関する正確な知識及び技能を有するもので

なければならない。

③ 検診実施機関は、精密検査実施施設と連絡をとり、精密検査の結果の把握

に努めなければならない。
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④ 検診実施機関は、検体及び検診結果を少なくとも 3年間保存しなければな

らない。

⑤ 検診実施機関は、子宮がん部会における検討結果を踏まえ、その指導又は

助言に従い、実施方法等の改善に努める。

( 7）その他

問診の結果、最近6月以内に、不正性器出血（一過性の少量の出血、閉経後

出血等）、月経異常（過多月経、不規則月経等）及び褐色帯下のいずれかの症

状を有していたことが判明した者に対しては、子宮体がんの有症状者である疑

いがあることから、第一選択として、十分な安全管理の下で多様な検査を実施

できる医療機関への受診を勧奨する。

ただし、引き続き子宮体部の細胞診（子宮内膜細胞診）を実施することにつ

いて本人が同意する場合には、子宮頚がん検診と併せて引き続き子宮体部の細胞

診を行う。

4 肺がん検診

( 1 ）検診項目

H市がん検診の検診項目は、次に掲げる質問（医師が立ち会っており、かっ医

師が自ら対面により行う場合において、①の「なお」以下を除き、 「質問」とあ

るのは「問診Jと読み替える。）、胸部エックス線検査及び略疲細胞診とし、略

疲細胞診は、質問の結果、別紙2 ( 1 ）①に定める対象者に該当することが判明

した者に対し行う。

①質問

質問に当たっては、喫煙歴、職歴、血疾の有無及び妊娠の可能性の有無を

必ず聴取し、かっ、過去の検診の受診状況等を聴取する。なお、質問は必ず

しも対面による聴取で実施する必要はなく、受診者に自記式の質問用紙を記

載させることをもって代えることができる。

② 胸部エックス線検査

ア 6 5歳未満を対象とする胸部エックス線検査は、肺がん検診に適格な胸

部エックス線写真を撮影し、読影する。

イ 6 5歳以上を対象とする胸部エックス線検査は、 「感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10年法律第 11 4号）」第

5 3条の2第3項に規定する定期の健康診断等において撮影された肺がん

検診に適格な胸部エックス線写真を用い読影する。

③ 耳客液細胞診（略疲採取の方法）

ア 質問の結果、略疾細胞診の対象とされた者に対し、略疲採取容器を配布

し、 H客車定を採取する。

イ H客疾は、起床時の早朝疲を原則とし、最低3日の蓄疲又は3、日の連続採
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疲とする。

ウ 採取した略疲（細胞）は、固定した後、パパニコロウ染色を行し、顕微鏡

下で観察する。

( 2）胸部エックス線写真の読影方法

胸部エックス線写真は、 2名以上の医師（このうち 1名は、十分な経験を有

すること。）によって読影し、その結果に応じて、過去に撮影した

胸部エックス線写真と比較読影することが望ましい。

( 3）略疲細胞診の実施

① 検体の顕微鏡検査は、十分な経験を有する医師及び臨床検査技師を有する

専門的検査機関において行う。この場合において、医師及び臨床検査技師は、

日本臨床細胞学会認定の細胞診専門医及び細胞検査士であることが望ましい。

また、同一検体から作成された 2枚以上のスライドは、 2名以上の技師に

よりスクリーニングする。

② 専門的検査機関は、細胞診の結果について、速やかに検査を依頼した者に

通知する。

( 4）結果の通知

検診の結果については、質問、胸部エックス線写真の読影の結果及び略疲細

胞診の結果を医師が総合的に判断して、精密検査の必要性の有無を決定し、市

町村ないし検診実施機関等から受診者に速やかに通知する。

( 5）記録の整備

検診の記録は、氏名、年齢、住所、過去の検診の受診状況、胸部エックス線

写真の読影の結果、 H客疾細胞診の結果及び精密検査の必要性の有無等を記録す

る。

また、受診指導の記録を併せて整理するほか、必要に応じて個人票を作成し、

医療機関における確定診断の結果及び治療の状況等を記録する。

さらに、精密検査の結果がんと診断された者については、必ず個人票を作成

し、組織型、臨床病期及び治療の状況（切除の有無を含む。）等について記録

する。

( 6）事業評価

肺がん検診の実施に当たっては、適切な方法及び精度管理の下で実施するこ

とが不可欠であることから、市町村は、報告書の「肺がん検診のための事業評

価のためのチェックリスト（市町村用）」を参考とするなどして、検診の実施

状況を把握する。その上で、保健所、地域医師会及び検診実施機関等関係者と

十分協議を行い、地域における実施体制の整備に努めるとともに、肺がん部会

における検討結果を踏まえ、その指導又は助言に基づき、検診実施機関の選定

及び実施方法等の改善を行う。
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また、都道府県は、肺がん部会において、地域がん登録を活用し、及び報告

書の「肺がん検診のための事業評価のためのチェックリスト（都道府県用） J 

を参考とするなどして、がんの擢患動向、検診の実施方法及び精度管理の在り

方等について専門的な見地から検討を行い、市町村に対する技術的支援及び検

診実施機関に対する指導を行う。

なお、肺がん検診における事業評価の基本的な考え方については、報告書を

参照すること。

( 7）検診実施機関

① 検診実施機関は、適切な方法及び精度管理の下で肺がん検診が円滑に実施

されるよう、報告書の「肺がん検診のための事業評価のためのチェックゾス

ト（検診実施機関用） Jを参考とするなどして、胸部エックス線検査及び略

疾細胞診の精度管理に努める。

② 検診実施機関は、肺がんに関する正確な知識及び技能を有するものでなけ

ればならない。

③ 検診実施機関は、精密検査実施施設と連絡をとり、精密検査の結果の把握

に努めなければならない。

④ 検診実施機関は、細胞診を他の細胞診検査センター等に依頼する場合は、

細胞診検査機関の細胞診専門医や細胞検査士等の人員や設備等を十分に把握

し、適切な機関を選ばなければならない。

⑤ 胸部エックス線写真や略液細胞診に係る検体及び検診結果は、少なくとも

3年間保存しなければならない。

ただし、 65歳以上を対象者とする胸部エックス線写真については、結核

健診の実施者において保存する。

⑤ 検診実施機関は、肺がん部会における検討結果を踏まえ、その指導又は助

言に従い、実施方法等の改善に努める。

⑦ 検診実施機関は、病院又は診療所以外の場所で医師の立会いなく、胸部エ

ックス線検査を実施する場合、以下の点を遵守する。

ア 検診の実施に関し、事前に胸部エックス線写真撮影を行う診療放射線技

師に対して指示をする責任医師及び緊急時や必要時に対応する医師などを

明示した計画書を作成し、市町村に提出する。なお、市町村が自ら検診を

実施する場合には、当該計画書を自ら作成し、保存する。

イ 緊急時や必要時に医師に連絡できる体制を整備する。

ウ 胸部エックス線写真撮影時や緊急時のマニュアルを整備する。

エ 胸部エックス線検査に係る必要な機器及び設備を整備するとともに、

機器の日常点検等の管理体制を整備する。

オ検診に従事する診療放射線技師が必要な教育・研修を受ける機会を確保
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する。

( 8）その｛也

質問の結果、最近6月以内に血疲のあったことが判明した者に対しては、肺

がんの有症状者である疑いがあることから、第一選択として、十分な安全管理

の下で多様な検査を実施できる医療機関への受診を勧奨する。

喫煙の肺がん発生に対する寄与率は高く、一次予防としての喫煙等の指導及

び肺がんに関する正しい知識等の啓発普及は極めて重要である。このため、肺

がん検診及び肺がん予防健康教育等の場を利用するとともに、必要な者に対し

ては、健康増進法（平成 14年法律第 10 3号）第17条第1項に基づく喫煙

者個別健康教育を実施し、禁煙に関する指導を推進する。禁煙に関する指導に

ついては、短時間での支援も有効であるとの報告もあることから、 「禁煙支援

マニュアル（第二版）」を活用するなどして、効率的な実施を図る。また、若

年層に対しでも、積極的に禁煙及び防煙に関する指導並びに肺がんに関する正

しい知識等の啓発普及を図るなど、防煙・禁煙・分煙にわたる総合的なたばこ

対策の推進を図るよう努める。

5 乳がん検診

( 1 ）検診項目

乳がん検診の検診項目は、次に掲げる問診、視診、触診及び乳房エックス線

検査（マンモグラフィをいう。以下同じ。）とする。

なお、乳房エックス線写真の読影と視診及び触診（以下「視触診」という。）

は、原則として同時に実施する。ただし、乳房エックス線撮影装置を搭載した

検診車による乳がん検診を実施し、及び乳房エックス線写真の二重読影を実施

する場合は、この限りでない。

① 問診

問診に当たっては、乳がんの家族歴、既往歴、月経及び妊娠等に関する事

項、乳房の状態、過去の検診の受診状況等を聴取する。

② 視診

乳房、乳房皮膚、乳頭及び肢自の状況を観察する。

③ 触診

乳房、乳頭及びリンパ節の触診を行う。

④ 乳房エックス線検査

ア 別紙の 3の（ 1 ）の④のアに規定する基準に適合した実施機関において、

両側乳房について、内外斜位方向撮影を行う。

イ 4 0歳以上50歳未満の対象者については、アの内外斜位方向撮影と共

に頭尾方向撮影も併せて行う。

唱－
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ウ 乳房エックス線写真の読影は、適切な読影環境の下で、二重読影（この

うち 1名は、十分な経験を有する医師であること。）により行う。

( 2）結果の通知

検診の結果については、問診、乳房エックス線検査の結果及び視触診の結果

を総合的に判断して、精密検査の必要性の有無を決定し、受診者に速やかに通

知する。

( 3）記録の整備

検診の記録は、氏名、年齢、住所、過去の検診の受診状況、乳房エックス線

検査の結果、視触診の結果及び精密検査の必要性の有無等を記録する。

また、受診指導の記録を合わせて整理するほか、必要に応じて個人票を作成

し、医療機関における確定診断の結果及び治療の状況等を記録する。

( 4）事業評価

乳がん検診、の実施に当たっては、特に乳房エックス線検査など、適切な方法

及び精度管理の下で実施することが不可欠であることから、市町村は、報告書

の「乳がん検診のための事業評価のためのチェックリスト（市町村用）」を参

考とするなどして、検診の実施状況を把握する。その上で、保健所、地域医師

会及び検診実施機関等関係者と十分協議を行い、地域における実施体制の整備

に努めるとともに、乳がん部会における検討結果を踏まえ、その指導又は助言

に基づき、検診実施機関の選定及び実施方法等の改善を行う。

また、都道府県は、乳がん部会において、地域がん登録を活用し、及び報告

書の「乳がん検診のための事業評価のためのチェックリスト（都道府県用） J 

を参考とするなどして、がんの擢患動向、検診の実施方法及び精度管理の在り

方等について専門的な見地から検討を行い、市町村に対する技術的支援及び検

診実施機関に対する指導を行う。

なお、乳がん検診における事業評価の基本的な考え方については、報告書を

参照すること。

( 5）検診実施機関

① 乳がん検診のうち特に乳房エックス線検査を行う検診実施機関は、適切な

方法及び精度管理の下で乳がん検診が円滑に実施されるよう、報告書の「乳

がん検診のための事業評価のためのチェックリスト（検診実施機関用） Jを

参考とするなどして、乳房エックス線写真の撮影及び読影等の精度管理に努

める。

② 検診実施機関は、乳がんに関する正確な知識及び技能を有するものでなけ

ればならない。

③ 検診実施機関は、精密検査実施施設と連絡をとり、精密検査の結果の把握

に努めなければならない。
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④ 検診実施機関は、乳房エックス線写真及び検診結果を少なくとも 3年間保

存しなければならない。

⑤ 検診実施機関は、乳がん部会における検討結果を踏まえ、その指導又は助

言に従い、実施方法等の改善に努める。

( 6）その他

乳がんは、日常の健康管理の一環としての自己触診によって、しこり（腫癌）

に触れるなどの自覚症状を認めることにより発見される場合がある。このため、

検診の場で受診者に対し、乳房エックス線検査による乳がん検診を定期的に受

診することの重要性だけでなく、乳がんの自己触診の方法、しこりに触れた場

合の速やかな医療機関への受診、その際の乳房疾患を専門とする医療機関の選

択等について啓発普及を図るよう努める。

6 大腸がん検診

( 1 ）検診計画の策定等

大腸がん検診の実施に当たっては、精密検査の実施体制が整っていることが

不可欠である。このため、市町村は、保健所、地域医師会及び検診実施機関等

関係者と十分協議の上、地域医療機関の大腸精密検査対応能力を勘案し、検診

計画を策定する。

また、大腸がん部会は、市町村が策定した検診計画について、検診が円滑に

実施されるよう広域的な見地から医師会、検診実施機関及び精密検査機関等関

係者と調整を行う。

( 2）検診項目

大腸がん検診の検診項目は、次に掲げる問診及び便潜血検査とする。

① 問診

問診に当たっては、現在の症状、既往歴、家族歴及び過去の検診の受診状

況等を聴取する。

② 便潜血検査

便潜血検査は、免疫便潜血検査2日法により行い、測定用キット、採便方

法、検体の回収及び検体の測定については、次のとおりとする。

ア測定用キット

それぞれの測定用キットの特性並びに市町村における検体処理数及び採

便から測定までの時間等を勘案して、最適のものを採用する。

イ採便方法

採便用具（ろ紙、スティック等）を配布し、自己採便とする。

なお、採便用具の使用方法、採便量、初回採便から 2回目までの日数及

び初回採便後の検体の保管方法等は、検診の精度に大きな影響を与えるこ

とから、採使用具の配布に際しては、その旨を受診者に十分説明する。
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また、採使用具の配布は、検体の回収日時を考慮して、適切な時期に行

フ。

ウ検体の回収

初回の検体は、受診者の自宅において冷蔵保存（冷蔵庫での保存が望ま

しい。）し、 2回目の検体を採取した後即日回収することを原則とする。

また、やむを得ず即日回収できない場合でも、回収までの時間を極力短

縮し、検体の回収、保管及び輸送の各過程で温度管理に厳重な注意を払う。

なお、検診受診者から検診実施機関への検体郵送は、温度管理が困難で

あり、検査の精度が下がることから、原則として行わない。

エ検体の測定

検体回収後速やかに行い、速やかな測定が困難な場合は、冷蔵保存する。

( 3）検診結果の区分

大腸がん検診の結果は、問診の結果を参考として、免疫便潜血検査の結果に

より判断し、 「便潜血陰性」及び「要精検」に区分する。

( 4）結果の通知

検診の結果については、精密検査の必要性の有無を附し、受診者に速やかに

通知する。

( 5）記録の整備

検診の記録は、氏名、性別、年齢、住所、過去の検診の受診状況、受診指導

の記録、検診結果、精密検査の必要性の有無、精密検査受診の有無及び精密検

査の確定診断の結果等を記録する。

また、必要に応じ個人票を作成し、これらの情報について整理するほか、治

療の状況及び予後その他必要な事項についても記録する。

( 6）事業評価

大腸がん検診の実施に当たっては、適切な方法及び精度管理の下で実施する

ことが不可欠であることから、市町村は、報告書の「大腸がん検診のための事

業評価のためのチェックリスト（市町村用）」を参考とするなどして、検診の

実施状況を把握する。その上で、保健所、地域医師会及び検診実施機関等関係

者と十分協議を行い、地域における実施体制の整備に努めるとともに、大腸が

ん部会における検討結果を踏まえ、その指導文は助言に基づき、検診実施機関

の選定及び実施方法等の改善を行う。

また、都道府県は、大腸がん部会において、地域がん登録を活用し、及び報

告書の「大腸がん検診のための事業評価のためのチェックリスト（都道府県用）」

を参考とするなどして、がんの羅患動向、検診の実施方法及び精度管理の在り

方等について専門的な見地から検討を行い、市町村に対する技術的支援及び検

診実施機関に対する指導を行う。
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なお、大腸がん検診における事業評価の基本的な考え方については、報告書

を参照すること。

( 7）検診実施機関

① 検診実施機関は、適切な方法及び精度管理の下で大腸がん検診が円滑に実

施されるよう、報告書の「大腸がん検診のための事業評価のためのチェック

リスト（検診実施機関用）」を参考とするなどして、便潜血検査等の精度管

理に努める。

② 検診実施機関は、大腸がんに関する正確な知識及び技能を有するものでな

ければならない。

③ 検診実施機関は、検体の測定を適正な方法で原則として自ら行わなければ

ならない。

④ 検診実施機関は、精密検査実施施設と連絡をとり、精密検査の結果の把握

に努めなければならない。

⑤ 検診実施機関は、検診結果を少なくとも 3年間保存しなければならない。

⑥ 検診実施機関は、大腸がん部会における検討結果を踏まえ、その指導又は

助言に従い、実施方法等の改善に努める。

( 8）精密検査等

① 大腸がん検診において「要精検」とされた者については、必ず精密検査を

受診するよう、全ての検診受診者に周知する。

なお、その際には、精密検査を受診しないことにより、大腸がんによる死

亡の危険性が高まるなどの科学的知見に基づき、十分な説明を行う。

② 我が国の大腸がんの死亡率及び権患率は、 40歳代後半から増加を示し、

特に 50歳以降の増加が著しいことから、 50歳以上の者については、積極

的に受診指導を行う等の重点的な対応を行う。

③ 大腸がん検診の実施に当たっては、精密検査の実施体制が整っていること

が不可欠であり、精密検査の第一選択は、全大腸内視鏡検査とする。

④ 精密検査を全大腸内視鏡検査で行うことが困難な場合においては、 S状結

腸内視鏡検査と注腸エックス線検査（二重造影法）の併用による精密検査を

実施する。

ただし、その実施に当たっては、十分な精度管理の下で、注腸エックス線

検査の専門家により実施する。

⑤ 便潜血検査のみによる精密検査は、大腸がんの見落としの増加につながる

ことから、行わない。

7 総合がん検診

( 1 ）目的

総合がん検診は、地域住民の多様なニーズに対応する観点から、節目検診と
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して、総合的ながん検診を行うことを目的とする。

( 2）実施方法

総合がん検診は、 2から 6までに規定するすべてのがん検診を同時に実施す

るものであり、原則として同時に実施することが可能な医療機関において実施

する。

( 3）検診の実施

総合がん検診は、 2から 6までに規定する検診項目（医師が必要と認める者

について行うものに限る。）について、 2から 6までの定めるところにより行

う。ただし、肺がん検診における胸部エックス線検査については、検診実施医

療機関で直接撮影により撮影された胸部エックス線写真を用いる。

( 4）その他

「結果の通知」、 「記録の整備」及び「検診実施機関」等については、 2から

6までの定めるところに準じて行う。

8 その他

( 1 ) 2から 7までに規定する事項以外の事項については、 「健康増進事業実施要

領」の第3等に準ずる。

( 2）健康増進法第 17条第 1項に基づく健康手帳にがん検診の記録に係るベージ

を設ける場合は、別添様式を標準的な様式例とする。

( 3）子宮体部の細胞診、肺がん検診及び乳がん検診の実施上の留意事項は、別紙

のとおりとする。
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別紙

がん検診等実施上の留意事項

1 子宮体部の細胞診

( 1 ）子宮体部の細胞診の実施

① 対象者

子宮頚がん検診の問診の結果、最近6月以内に、不正性器出血（一過性の

少量の出血、閉経後出血等）、月経異常（過多月経、不規則月経等）及び褐

色帯下のいずれかの症状を有していたことが判明した者に対しては、第一選

択として、十分な安全管理の下で多様な検査を実施できる医療機関への受診

を勧奨することとなるが、子宮頚がん検診と併せて子宮体部の細胞診（子宮

内膜細胞診）を実施することについて本人が同意する場合には、子宮頚部の

細胞診に引き続き子宮体部の細胞診を実施する。

② 問診の留意点

問診時に聴取する不正性器出血は、いわゆる不正出血、閉経後出血、不規

則月経、下着に付着した染み程度の赤色斑点（スポッテイング）、一次的な

少量の出血及び褐色帯下等出血に起因するすべての状態を含み、問診の際に

は、このような状態をEしく把握するよう留意する。

③ 細胞採取の留意点

子宮体部の細胞診においては、吸引法又は擦過法によって子宮内膜細胞を

採取するが、対象者は、主として更年期又は更年期以後の女性であることか

ら、子宮頚管が狭くなっていること等を考慮し、吸引法及び擦過法の両器具

を準備しておくことが望ましい。

また、検診車や保健所等で実施する場合であって、吸引法又は擦過法のい

ずれかの方法を用いても器具の挿入ができないときは、速やかに医療機関を

受診するよう指導するとともに、医療機関における細胞診の結果等の把握に

努める。

( 2）指導区分等

原員ljとして、子宮体部の細胞診の判定結果が「疑陽性」及び「陽性Jの者は、

「要精検」とし、 「陰性」の者は、その他の臨床症状を勘案し、精密検査の受診

の要否を決定するが、精密検査の受診の必要がない場合は、 「精検不要Jとし、

それぞれ次の指導を行う。

① 「要精検Jと区分された者

医療機関において精密検査を受診するよう指導する。

② 「精検不要」と区分された者
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日常生活において不正性器出血等に注意するよう指導する。

2 肺がん検診

( 1 ）略疲細胞診の実施

① 対象者

略疲細胞診の対象者は、質問の結果、原則として 50歳以上で喫煙指数

( 1日本数×年数） 6 0 0以上であることが判明した者（過去における喫煙

者を含む。）とする。

② n客疲採取の方法

ア 質問の結果、略疾細胞診の対象とされた者に対し、有効疲の採取方法を

説明するとともに、略疲採取容器を配布し、日客疲を採取する。

イ 略疾は、起床時の早朝疲を原則とし、最低3日の蓄疲又は3日の連続採

~とする。

ウ 採取した略疲（細胞）の処理方法は、次のとおりとする。

（ア）ホモジナイズ法、粘液融解法又は直接塗抹法により、 2枚以上のスラ

イドグラスに擦り合わせ式で塗抹する。また、塗抹面積は、スライドグ

ラス面の 3分の2程度とする。

（イ）直接塗抹法においては、粘血部、灰白色部等数箇所からピックアップ

し、擦り合わせ式で塗抹する。

（ウ）パパニコロウ染色を行い顕微鏡下で観察する。

③判定

R客液細胞診の結果の判定は、 「肺癌集団検診の手びき」 （日本肺癌学会集

団検診委員会編）の「集団検診における略疲細胞診の判定基準と指導区分」

によって行う。

( 2）胸部エックス線検査に用いる適格な写真

胸部エックス線検査に用いる肺がん検診に適格な胸部エックス線写真は、肺

尖、肺野外側縁、横隔膜及び肋骨横隠膜等を十分に含むようなエックス線写真で

あって、適度な濃度とコントラスト及び良好な鮮鋭度をもち、縦隔陰影に重なっ

た気管、主気管支の透亮像並びに心陰影及び横隔膜に重なった肺血管が観察でき

るものであり、かつ、次により撮影されたものとする。

① 間接撮影であって、 lOOmmミラーカメラを用い、定格出力 150kV

以上の撮影装置を用いた、 12 0 k V以上の管電圧による撮影

② 間接撮影であって、定格出力 12 5 k Vの撮影装置を用い、縦隔部の感度

を肺野部に対して高めるため 11 0 k V以上の管電圧及び希土類（グラデー

1 シヨン型）蛍光板を用いた撮影

③ 直接撮影であって、被験者一管球聞の距離を 1. 5 m以上とし、定格出カ

1 5 0 k V以上の撮影装置を用い、原則として 120kV （やむを得ない場
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合は 10 0～1 2 0 k Vでも可）の管電圧及び希土類システム（希土類増感

紙及びオルYタイプフィルム）を用いた撮影

( 3）胸部エックス線写真の読影方法

胸部エックス線写真は、 2名以上の医師によって読影し、それぞれの読影結

果に基づき比較読影する。その方法は、次のとおりとする。

① 二重読影

2名以上の医師が同時に又はそれぞれ独立して読影することとするが、こ

のうち 1名は、十分な経験を有する者とする。読影結果の判定l点、「肺癌集

団検診の手びき」 （日本肺癌学会集団検診委員会編）の「肺癌検診における

胸部X線写真の判定基準と指導区分j によって行う。

② 比較読影

ア 二重読影の結果、 「肺癌集団検診の手びきJ （日本肺癌学会集団検診委

員会編）の「肺癌検診における胸部X線写真の判定基準と指導区分」の

「d」及び「e」に該当するものについては、比較読影を行う。

イ 比較読影は、過去に撮影した胸部エックス線写真と比較しながら読影す

るものであり、地域の実情に応じて次のいずれかの方法により行う。

（ア）読影委員会等を設置して比較読影を行う方法

（イ）二重読影を行った医師がそれぞれ比較読影を行う方法

（ワ）二重読影を行った医師のうち指導的立場の医師が比較読影を行う方法

ウ 読影結果の判定は、 「肺癌集団検診の手びきJ （日本肺癌学会集団検診

委員会編）の「肺癌検診における胸部X線写真の判定基準と指導区分」に

よって千子う。

( 4）指導区分等

指導区分は、 「要精検」及び「精検不要」とし、それぞれ次の指導を行う。

① 「要精検Jと区分された者

医療機関において精密検査を受診するよう指導する。

② 「精検不要」と区分された者

翌年の検診の受診を勧めるとともに、禁煙等日常生活上の注意を促す。

なお、指導区分の決定及び精度管理等については、 「肺癌集団検診の手び

きJ （日本肺癌学会集団検診委員会編）等を参考とすること。

また、胸部エックス線写真の読影の結果、結核等肺がん以外の疾患が考え

られる者については、受診者に適切な指導を行うとともに、 「感染症の予防

及び感染症の患者に対する医療に関する法律」第53条の 2第3項に規定す

る定期の健康診断等の実施者又は医療機関に連絡する等の体制を整備するこ

と。

( 5）記録の整備
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精密検査の結果がんと診断された者については、必ず個人粟を作成し、組織

型、臨床病期及び治療の状況（切除の有無を含む。）等について記録する。

また、がんが否定された者についても、その後の経過を把握し、追跡するこ

とのできる体制を整備することが望ましい。

( 6）肺がん検診に用いる胸部エックス線写真

6 5歳以上の対象者については、次の点に留意する。

① 胸部エックス線写真は、 「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律J第53条の6に規定する定期の健康診断に関する記録に準じ、

結核健診の実施者において保存し、肺がん検診の実施者から一時的利用の依

頼があった場合には、迅速かっ円滑に応じられるよう、その管理体制を整備

すること。

② 結核健診の実施者が結核健診を他の機関に委託して行う場合は、委託契約

の締結に際して、胸部エックス線写真の保存及び肺がん検診の実施者からの

一時的利用の依頼に対する便宜の供与等に支障の生じないよう所要の配慮を

すること。

③ 肺がん検診の実施者は、結核健診において撮影された胸部エックス線写真

を用いて肺がん検診を行うことを肺がん検診の受診者に周知せしめるととも

に、利用する胸部エックス線写真を損傷しないよう十分な注意をもって取り

扱い、利用後は速やかに返却すること。

なお、胸部エックス線写真の利用に伴う胸部エックス線写真及び関連する

記録の検索並びに運搬に係る費用については、肺がん検診の実施者において

負担すること。

3 乳がん検診

( 1 ）乳がん検診の実施

① 乳がん検診の実施方式

乳房エックス線検査の実施に当たっては、原則として乳房エックス線写真

の読影を行いながら、視触診を実施する。

ただし、同時に実施するのは、第3の5の（ 1 ）の④のウの2名の二重読

影を行う者のうち、 1名で差し支えない。

なお、実施方法を定めるに当たっては、受診者の利便性に配慮するととも

に、検診の結果を速やかに受診者に通知するなど、検診の円滑かつ適切な実

施に支障をきたすことのないよう努める。

② 視診の留意点

視診に当たっては、乳房の対象性（大きさ及び形）、乳房皮膚の陥凹、膨

隆、浮腫、発赤、乳頭陥凹及び乳頭びらんの有無について観察する。

③ 触診の留意点
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触診は、指腹法及び指先交互法等により、両手で乳房の内側から外（又は

外側カhら内側）に、かっ、頭側から尾側に向かつて乳房を軽く胸壁に向かつ

て圧迫するように行う。

ア乳房の触診

腫癌、結節及び硬結の有無、性状等を診察する。

イ リンパ節の触診

肢簡リンパ節及び鎖骨上寓リンパ節の腫脹の有無、性状等を診察する。

ウ乳頭の触診

乳頭からの異常な分泌物の有無、性状等を診察する。

④ 乳房エックス線検査の留意点

ア 実施機関の基準

乳房エックス線撮影の実施機関は、当該検査を実施するに適格な撮影装

置（原則として日本医学放射線学会の定める仕様基準を満たし、少なくと

も適切な線量及び画質基準を満たす必要があること。）を備える。

なお、日本乳がん検診精度管理中央機構（日本乳癌検診学会、日本乳癌

学会、日本医学放射線学会、日本産科婦人科学会、日本放射線技術学会及

び日本医学物理学会により構成される委員会をいう。以下同じ。）が開催

する乳房エックス線検査に関する講習会又はこれに準ずる講習会を修了し

た診療放射線技師が乳房撮影を行うことが望ましい。

イ 乳房エックス線写真の撮影について

アに規定する撮影装置を用いて、両側乳房について、内外斜位方向撮影

を行う。

ただし、内外斜位方向撮影を補完する方法として、 50歳以上の対象者

にも頭尾方向撮影を追加することは差し支えない。

ワ 乳房エックス線写真の読影について

読影室の照度やシャウカステンの輝度に十分阻慮する等読影環境を整え

た上で、祝触診と同時併用で読影在行い、更に十分な経験を有する医師

（日本乳がん検診精度管理中央機構が開催する読影講習会文はこれに準ず

る講習会を修了していることが望ましい。以下同じ。）による読影を行う

ことを原則とする。

また、視触診と同時併用で読影を行うことができない場合においても、

2名以上の医師（このうち 1名は、十分な経験を有すること。）が同時に

又はそれぞれ独立して読影する。

なお、読影結果の判定は、乳房の左右のJjljごとに行う。

エ機器等の品質管理について

実施機関は、撮影装置、現像機及びシャウカステンその他の当該検査に
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係る機器等について、日常的かっ定期的な品質管理を行わなければならな

し、。

オその他

アからエの詳細については、 「マンモグラフィによる乳がん検診の精度

管理マニュアノレj （厚生省老人保健推進費等補助金・マンモグラフィによ

る乳がん検診の推進と精度向上に関する研究班・平成 12年 1月）等を参

考とする。

( 2）指導区分等

指導区分は、 「要精検J及び「精検不要」とし、それぞれ次の指導を行う。

① 「要精検Jと区分された者

医療機関において精密検査を受診するよう指導する。

② 「精検不要」と区分された者

次回の検診の受診を勧めるとともに、日常の健康管理の一環として乳房の

自己触診に関する指導を行う。

( 3）記録の整備

精密検査の結果がんと診断された者については、必要に応じて個人票を作成

し、医療機関における確定診断の結果及び治療の状況等について記録する。

また、がんが否定された者についても、その後の経過を把握し、追跡するこ

とのできる体制を整備することが望ましい。

n
，μ
 

n

，“
 



参考
がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針新旧対照表

改正後 改正前

第1 目的 第1 目的

（略） （略）

第2 がん予防重点健康教育 第2 がん予防重点健康教育

1 種類 1 種類

（略） （略）

2 実施内容 2 実施内容

がん予防重点健康教育は、がん検診を受診することの重要性 がん予防重点健康教育は、がん検診を受診することの重要性

に加え、おおむね次に掲げる事項に関し実施する。 に加え、おおむね次に掲げる事項に関し実施するものとする。

なお、次に掲げる事項以外の事項については、『健康増進法第 なお、次に掲げる事項以外の事項については、「健康増進法第

1 7条第1項及び第19条の2に基づく健康増進事業について』 1 7条第1項及び第19条の2に基づく健康増進事業についてj

（平成20年3月31日付け健発第0331026号厚生労働 （平成20年3月31日付け健発第0331026号厚生労働

省健康局長通知）の別添『健康増進事業実施要領J（以下「健康 省健康局長通知）の別添『健康増進事業実施要領』（以下「健康

増進事業実施要領」という。）の第2の3等に釜主ゑ。 増進事業実施要領」という。）の第2の3等に準ずるものとする。

( 1)～（5）略 ( 1 ）～（ 5）略

3 実施に当たっての留意事項 3 実施に当たっての留意事項

( 1 ）胃がん予防健康教育を実施する場合は、冒がんの予防にお ( 1 ）胃がん予防健康教育を実施する場合は、胃がんの予防にお

いては、食生活の改善や禁煙等の一次予防と二次予防（検診） いては、食生活の改善や禁煙等の一次予防と二次予防（検診）

とが共に重要な役割を担うことから、胃がん検診と緊密な連 とが共に重要な役割を担うことから、聞がん検診と緊密な連

携が確保された実施体制を整備するなど、その効率的・効果 携が確保された実施体制を整備するなど、その効率的・効果

的な実施に配慮する。 的な実施に配慮するものとする。

( 2）子宮頚がん及び子宮体がん予防健康教育を実施する場合は、 ( 2）子宮頚がん及び子宮体がん予防健康教育を実施する場合は、



子宮頚がんの多くに性感染症の病原体の一つであるヒトパピ

ローマウイルスが関与していることを踏まえ、必要に応じ、教

育関係者や母子保健担当者とも連携を図るなど、その効率的・

効果的な実施に毘星主ゑ。

なお、エストロゲン単独投与を受けたことがある者等子宮体

がんのハイリスク者と考えられる者については、子宮体がんに

擢患する可能性が高いことを説明した上で、今後不正性器出血

等の臨床症状を認めた場合には、速やかに専門医療機関を受診

するよう指導すること。

(3）肺がん予防健康教育を実施する場合は、肺がん検診の実施会

場において同時に実施するなど、他の事業との連携や対象者の

利便性にE昼主主。
( 4）乳がん予防健康教育を実施する場合は、我が固において40

歳代の女性に羅患率が高い状況を踏まえ、働く女性に対する健

康教育を実施する産業保健とも緊密な連携が確保された実施

体制を整備するなど、その効率的・効果的な実施にE星正~。

なお、 30歳代の女性については、この指針に規定する乳が

ん検診の対象とはならないものの、催患率が上昇傾向にあるこ

とを踏まえ、自己触診の重要性及び異常がある場合の専門医療

機関への早期受診等に関する指導を行うこと。

( 5）大腸がん予防健康教育を実施する場合は、大腸がんの予防に

おいては、食生活の改善等の一次予防と二次予防（検診）とが

共に重要な役割を担うことから、大腸がん検診と緊密な連携が

子宮頚がんの多くに性感染症の病原体の一つであるヒトパピ

ローマウイルスが関与していることを踏まえ、必要に応じ、教

育関係者や母子保健担当者とも連携を図るなど、その効率的・

効果的な実施に配慮するものとする。

なお、エストロゲン単独投与を受けたことがある者等子宮体

がんのハイリスク者と考えられる者については、子宮体がんに

羅患する可能性が高いことを説明した上で、今後不正性器出血

等の臨床症状を認めた場合には、速やかに専門医療機関を受診

するよう指導すること。

(3）柿がん予防健康教育を実施する場合は、肺がん検診の実施会

場において同時に実施するなど、他の事業との連携や対象者の

利便性に配慮するものとする。

( 4）乳がん予防健康教育を実施する場合は、我が国において40

歳代の女性に羅患率が高い状況を踏まえ、働く女性に対する健

康教育を実施する産業保健とも緊密な連携が確保された実施

体制を整備するなど、その効率的・効果的な実施にE星主ゑ主
5!21;,.正ゑ。
なお、 30歳代の女性については、この指針に規定する乳が

ん検診の対象とはならないものの、権患率が上昇傾向にあるこ

とを踏まえ、自己触診の重要性及び異常がある場合の専門医療

機関への早期受診等に関する指導を行うこと。

(5）大腸がん予防健康教育を実施する場合は、大腸がんの予防に

おいては、食生活の改善等の一次予防と二次予防（検診）とが



確保された実施体制を整備するなど、その効率的・効果的な実

施にE昼正丞。

第3 がん検診

1総則

( 1 ）～（3）略

( 4）実施回数

①がん検診は、原則として同一人について年1回行う。

ただし、乳がん検診及び子宮頭がん検診については、原

則として同一人について2年に1国立己、前年度受診し

なかった者に対しては、積極的に受診勧奨を立主。また、

受診機会は、乳がん検診及び子宮頚がん検診についても、

必ず毎年度設けることとし、受診率は、以下の算定式に

より主主主ゑ。

受診率＝（（前年度の受診者数）＋（当該年度の受診者数）

一（前年度及び当該年度における2年連続受

診者数））／（当該年度の対象者数＊） x 1 
00 

＊対象者数は、年1回行うがん検診の場合と同様の考え方で算

共に重要な役割を担うことから、大腸がん検診と緊密な連携が

確保された実施体制を整備するなど、その効率的・効果的な実

施に毘慮するものとする。

第3 がん検診

1 総則

( 1 ）～（3）略

(4）実施回数

①がん検診は、原則として同一人について年1回丘主主!JlJ;_

主ゑ。

ただし、乳がん検診及び子宮頚がん検診については、原

則として同一人について2年に1自立主主傘立与、前年

度受診しなかった者に対しては、積極的に受診勧奨を立

主主!JlJ;_正ゑ。また、受診機会は、手Lがん検診及び子宮

頚がん検診についても、必ず毎年度設けることとし、受

診率は、以下の算定式により算定するものとする。

受診率＝（（前年度の受診者数）＋（当該年度の受診者数）

一（前年度及び当該年度における2年連続受

診者数））／（当該年度の対象者数＊） x 1 
00 

＊対象者数は、年1回行うがん検診の場合と同様の考え方で算



定する。

②略

(5）受診指導

①・②略

③実施内容

ア指導内容

がん検診の結果「要精検Jと判定された者に対し、医

療機関への受診を皐重工ゑ。

イ結果等の把握

医療機関との連携の下、受診の結果等について理室主

ゑ。

なお、個人情報の取扱いについては、「医療・介護関係

事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイド

ライン』（平成16年 12月24日付け医政発第1224

0 0 1号・薬食発第1224002号・老発第12240

02号厚生労働省医政局長・医薬食品局長・老健局長通知）

を参照すること。

④記録の整備

受診の有無、受診指導及び当該受診指導後の受診状況の

記録は、がん検診の記録と合わせて台帳を作成・管理する

など、継続的な受診指導等に盆主エ主。

⑤ その他

各部会は、市町村における受診指導の実施状況について

定する。

②略

(5）受診指導

①・②略

③実施内容

ア指導内容

がん検診の結果「要精検」と判定された者に対し、医

療機関への受診を指導するものとする。

イ結果等の把握

医療機関との連携の下、受診の結果等について皇室主j主

主g2J;_主主。

なお、個人情報の取扱いについては、「医療・介護関係

事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイド

ライン」（平成16年12月24日付け医政発第12 24 

001号・薬食発第1224002号・老発第 12240

02号厚生労働省医政局長・医薬食品局長・老健局長通知）

を参照すること。

④記録の整備

受診の有無、受診指導及び当該受診指導後の受診状況の

記録は、がん検診の記録と合わせて台帳を作成・管理する

など、継続的な受診指導等に役立てるものとする。

⑤ その他

各部会は、市町村における受診指導の実施状況について



把握し、広域的な見地から精検受診率を向上させるための

具体的な改善策を塗量主ゑ。

2 胃がん検診

( 1 ）検診項目

胃がん検診の検診項目は、次に掲げる問診及び胃部エック

ス線検査とする。

① 問診

問診に当たっては、現在の病状、既往歴、家族歴及び過

去の検診の受診状況等を墜畢主ゑ。

② 胃部エックス線検査

ア 胃部エックス線検査は、胃がんの疑いがある者を効率

的にスクリーニングする点を考慮し、原則として間接撮

影とする。

ただし、地域の実情に応じ、直接撮影を用いても差主

主主主主こ。

なお、間接撮影は、 7x 7cm以上のフィルムを用い、

撮影装置は、被曝線量の低減を図るため、イメージ・イ

ンテンシファイア方式が望ましい。

イ（略）

ウ 撮影の体位及び方法は、日本消化器がん検診学会の方

式による。

ヱ 造影剤の使用に当たっては、その濃度を適切に保っと

ともに、副作用等の事故に注意する。

把握し、広域的な見地から精検受診率を向上させるための

具体的な改善策を検討するものとする。

2 胃がん検診

( 1 ）検診項目

胃がん検診の検診項目は、次に掲げる問診及び胃部エック

ス線検査とする。

① 問診

問診に当たっては、現在の病状、既往歴、家族歴及び過

去の検診の受診状況等を聴取するものとする。

② 胃部エックス線検査

ア 胃部エックス線検査は、胃がんの疑いがある者を効率

的にスクリーニングする点を考慮し、原則として間接録

影とする。

ただし、地域の実情に応じ、直接撮影を用いても義主

支えないものとする。

なお、間接撮影は、 7×7cm以上のフィルムを用い、

撮影装置は、被曝線量の低減を図るため、イメージ・イ

ンテンシファイア方式が望ましい。

イ（略）

ウ 撮影の体位及び方法は、日本消化器がん検診学会の方

式に与ゑ主企主主ゑ。

エ 造影剤の使用に当たっては、その濃度を適切に保つと

ともに、副作用等の事故に注意するものとする。



(2）間部エックス線写真の読影方法

閏部エックス線写真の読影は、原則として十分な経験を有

する2名以上の医師によって丘己、その結果に応じて、過去に

撮影した胃部エックス線写真と比較読影することが望ましい。

( 3）結果の通知

検診の結果については、精密検査の必要性の有無を附し、

受診者に速やかに逗組主主。

(4）記録の整備

検診の記録は、氏名、年齢、住所、過去の検診の受診状況、

胃部エックス線写真の読影の結果及び精密検査の必要性の有

無等を量盆主主。

また、受診指導の記録を併せて整理するほか、必要に応じ

て個人票を作成し、治療の状況等を量盆工ゑ。

( 5）事業評価

胃がん検診の実施に当たっては、適切な方法及び精度管理

の下で実施することが不可欠であることから、市町村は、「今

後の我が国におけるがん検診事業評価の在り方について』（が

ん検診事業の評価に関する委員会報告書（平成20年3月）。

以下「報告書」という。）の「聞がん検診のための事業評価の

ためのチェックリスト（市町村用）』を参考とするなどして、

検診の実施状況を皇室主主。その上で、保健所、地域医師会

及び検診実施機関等関係者と十分協議を行い、地域における

( 2）胃部エックス線写真の読影方法

閏部エックス線写真の読影は、原則として十分な経験を有

する2名以上の医師によって江主主!!2.!;_与、その結果に応じ

て、過去に撮影した胃部エックス線写真と比較読影することが

望ましい。

(3）結果の通知

検診の結果については、精密検査の必要性の有無を附し、

受診者に速やかに通知するものとする。

( 4）記録の整備

検診の記録は、氏名、年齢、住所、過去の検診の受診状況、

胃部エックス線写真の読影の結果及び精密検査の必要性の有

無等を記録するものとする。

また、受診指導の記録を併せて整理するほか、必要に応じ

て個人票を作成し、治療の状況等を記録するものとする。

( 5）事業評価

胃がん検診の実施に当たっては、適切な方法及び精度管理

の下で実施することが不可欠であることから、市町村は、「今

後の我が固におけるがん検診事業評価の在り方について』（が

ん検診事業の評価に関する委員会報告書（平成20年3月）。

以下「報告書」という。）の「胃がん検診のための事業評価の

ためのチェックリスト（市町村用）」を参考とするなどして、

検診の実施状況を把握するものとする。その上で、保健所、

地域医師会及び検診実施機関等関係者と十分協議を行い、地



実施体制の整備に努めるとともに、胃がん部会における検討

結果を踏まえ、その指導又は助言に基づき、検診実施機関の

選定及び実施方法等の改善を丘二L。
また、都道府県は、胃がん部会において、地域がん登録を

活用し、及び報告書の「胃がん検診のための事業評価のため

のチェックリスト（都道府県用）』を参考とするなどして、が

んの羅患動向、検診の実施方法及び精度管理の在り方等につ

いて専門的な見地から検討を行い、市町村に対する技術的支

援及び検診実施機関に対する指導を江主。

なお、胃がん検診における事業評価の基本的な考え方につ

いては、報告書を参照すること。

( 6）検診実施機関

①検診実施機関は、適切な方法及び精度管理の下で胃がん検

診が円滑に実施されるよう、報告書の「胃がん検診のための

事業評価のためのチェックリスト（検診実施機関用）』を参考

とするなどして、胃部エックス線検査の精度管理に蓋企ゑ。

②検診実施機関は、胃がんに関する正確な知識及び技能を有

するものでなければ主主主位。

③検診実施機関は、精密検査実施施設と連絡をとり、精密検

査の結果の把握に努めなければ主主主心。

④検診実施機関は、胃部エックス線写真を少なくとも3年間

保存しなければならない。

域における実施体制の整備に努めるとともに、胃がん部会に

おける検討結果を踏まえ、その指導又は助言に基づき、検診

実施機関の選定及び実施方法等の改善を行うものとする。

また、都道府県は、胃がん部会において、地域がん登録を

活用し、及び報告書の「聞がん検診のための事業評価のため

のチェックリスト（都道府県用）』を参考とするなどして、が

んの羅患動向、検診の実施方法及び精度管理の在り方等につ

いて専門的な見地から検討を行い、市町村に対する技術的支

援及び検診実施機関に対する指導を立主主旦主主主。

なお、聞がん検診における事業評価の基本的な考え方につ

いては、報告書を参照すること。

(6）検診実施機関

①検診実施機関は、適切な方法及び精度管理の下で胃がん検

診が円滑に実施されるよう、報告書の『聞がん検診のための

事業評価のためのチェックリスト（検診実施機関用）Jを参考

とするなどして、胃部エックス線検査の精度管理に蓋企ゑ主

企主主ゑ。

②検診実施機関は、胃がんに関する正確な知識及び技能を有

するものでなければならないものとする。

③検診実施機関は、精密検査実施施設と連絡をとり、精密検

査の結果の把握に努めなければならないものとする。

④検診実施機関は、胃部エックス線写真を少なくとも3年間

保存しなければならないものとする。



⑤検診実施機関は、胃がん部会における検討結果を踏まえ、

その指導又は助言に従い、実施方法等の改善に皇企ゑ。

3子宮頚がん検診

( 1 ）検診項目

①子宮頚がん検診の検診項目は、次に掲げる問診、視診、

子宮頭部の細胞診及び内診とし、必要に応じてコルポスコ

ープ検査を丘主。

ア問診

問診に当たっては、妊娠歴、分娩歴、月経の状況、不

正性器出血等の症状の有無及び過去の検診の受診状況等

を墜盈主ゑ。

イ視診

陸鏡を婦人し、子宮頭部の状況を箆室主ゑ。

ウ 子宮頭部の細胞診（細胞採取の方法）

子宮頭部の絢胞診については子宮頭管及び陸部表面

の全面擦過法によって検体を採取し、迅速に固定した

後、パパニコロウ染色を行い顕微鏡下で箆室主ゑ。

エ内診

双合診を塞盤主ゑ。

( 2）子宮頚部の細胞診の実施

⑤検診実施機関は、胃がん部会における検討結果を踏まえ、

その指導又は助言に従い、実施方法等の改善に蓋盈ゑ主2主
主ゑ。

3 子宮頚がん検診

( 1)検診項目

①子宮頭がん検診の検診項目は、次に掲げる問診、視診、

子宮頭部の細胞診及び内診とし、必要に応じてコルポスコ

ープ検査を丘主主!!21;,_正ゑ。

ア問診

問診に当たっては、妊娠歴、分娩歴、月経の状況、不

正性器出血等の症状の有無及び過去の検診の受診状況等

を聴取するものとする。

イ視診

陸鏡を挿入し、子宮頚部の状況を観察するものとす

ゑ。

ウ 子宮頚部の細胞診（細胞採取の方法）

子宮頭部の細胞診については子宮頚管及び陸部表面

の全面擦過法によって検体を採取し、迅速に固定した

後、パパニコロウ染色を行い顕微鏡下で翠室主ゑ主企主

主ゑ。

エ内診

双合診を実施するものとする。

(2）子宮頭部の細胞診の実施



①検体の顕微鏡検査は、十分な経験を有する医師及び臨床

検査技師を有する専門的検査機関において江主。この場合に

おいて、医師及び臨床検査技師は、日本臨床細胞学会認定の

細胞診専門医及び細胞検査士であることが望ましい。

②子宮頚部の細胞診の結果は、ベセスダシステムによって

分類し、精密検査の必要性の有無を決定し、速やかに検査

を依頼した者に逗忽主ゑ。

なお、検体が不適正であった場合には、再度子宮頚部の

細胞診を塞撞主ゑ。

(3）結果の通知

子宮頭がん検診の結果については精密検査の必要性の有

無を附し、受診者に速やかに連盟主主。

(4）記録の整備

検診の記録は、氏名、年齢、住所、過去の検診の受診状況、

子宮頭部の細胞診の結果、子宮頭部の精密検査の必要性の有

無等を畠盆主ゑ。

また、受診指導の記録を合わせて整理するほか、必要に応

じて個人票を作成し、治療の状況等を量盆主ゑ。

(5）事業評価

子宮頚がん検診の実施に当たっては、適切な方法及び精度管

理の下で実施することが不可欠であることから、市町村は、報

告書の「子宮頚がん検診のための事業評価のためのチェックリ

①検体の顕微鏡検査は、十分な経験を有する医師及び臨床

検査技師を有する専門的検査機関において立主主企主主主。

この場合において、医師及び臨床検査技師は、日本臨床細胞

学会認定の細胞診専門医及び細胞検査士であることが望ま

しい。

②子宮頭部の細胞診の結果は、ベセスダシステムによって

分類し、精密検査の必要性の有無を決定し、速やかに検査

を依頼した者に通知するものとする。

なお、検体が不適正であった場合には、再度子宮頭部の

細胞診を実施するものとする。

( 3）結果の通知

子宮頭がん検診の結果については精密検査の必要性の有

無を附し、受診者に速やかに通知するものとする。

( 4）記録の整備

検診の記録は、氏名、年齢、住所、過去の検診の受診状況、

子宮頭部の細胞診の結果、子宮頚部の精密検査の必要性の有

無等を記録するものとする。

また、受診指導の記録を合わせて整理するほか、必要に応

じて個人票を作成し、治療の状況等を記録するものとする。

( 5）事業評価

子宮頚がん検診の実施に当たっては、適切な方法及び精度管

理の下で実施することが不可欠であることから、市町村は、報

告書の「子宮頭がん検診のための事業評価のためのチェックリ



スト（市町村用）」を参考とするなどして、検診の実施状況を

皇室主丞。その上で、保健所、地域医師会及び検診実施機関等

関係者と十分協議を行い、地域における実施体制の整備に努め

るとともに、子宮がん部会における検討結果を踏まえ、その指

導又は助言に基づき、検診実施機関の選定や実施方法等の改善

を立主。

また、都道府県は、子宮がん部会において、地域がん登録

を活用し、及び報告書の「子宮頚がん検診のための事業評価の

ためのチェックリスト（都道府県用）」を参考とするなどして、

がんの羅患動向、検診の実施方法及び精度管理の在り方等につ

いて専門的な見地から検討を行い、市町村に対する技術的支援

及び検診実施機関に対する指導を丘主。‘

なお、子宮頚がん検診における事業評価の基本的な考え方に

ついては、報告書を参照すること。

(6）検診実施機関

①検診実施機関は、適切な方法及び精度管理の下で子宮頭

がん検診が円滑に実施されるよう、報告書の「子宮頭がん

検診のための事業評価のためのチェックリスト（検診実施

機関用）Jを参考とするなどして、細胞診等の精度管理に

蓋企ゑ。
②検診実施機関は、子宮頚がんに関する正確な知識及び技

能を有するものでなければ主ム主心。

③検診実施機関は、精密検査実施施設と連絡をとり、精密

スト（市町村用）」を参考とするなどして、検診の実施状況を

把握するものとする。その上で、保健所、地域医師会及び検診

実施機関等関係者と十分協議を行い、地域における実施体制の

整備に努めるとともに、子宮がん部会における検討結果を踏ま

え、その指導文は助言に基づき、検診実施機関の選定や実施方

法等の改善安行うものとする。

また、都道府県は、子宮がん部会において、地域がん登録

を活用し、及び報告書の「子宮頭がん検診のための事業評価の

ためのチェックリスト（都道府県用）』を参考とするなどして、

がんの擢患動向、検診の実施方法及び精度管理の在り方等につ

いて専門的な見地から検討を行い、市町村に対する技術的支援

及び検診実施機関に対する指導を行うものとする。

なお、子宮頭がん検診における事業評価の基本的な考え方に

ついては、報告書を参照すること。

( 6）検診実施機関

①検診実施機関は、適切な方法及び精度管理の下で子宮頭

がん検診が円滑に実施されるよう、報告書の「子宮頚がん

検診のための事業評価のためのチェックリスト（検診実施

機関用）』を参考とするなどして、細胞診等の精度管理に

努めるものとする。

②検診実施機関は、子宮頭がんに関する正確な知識及び技

能を有するものでなければならないものとする。

③検診実施機関は、精密検査実施施設と連絡をとり、精密



検査の結果の把握に努めなければならない。

④検診実施機関は、検体及び検診結果を少なくとも3年間

保存しなければ主ム主じ。

⑤ 検診実施機関は、子宮がん部会における検討結果を踏ま

え、その指導又は助言に従い、実施方法等の改善に差金ゑ。

( 7）その他

問診の結果、最近6月以内に、不正性器出血（一過性の少

量の出血、閉経後出血等）、月経異常（過多月経、不規則月経

等）及び褐色帯下のいずれかの症状を有していたことが判明

した者に対しては、子宮体がんの有症状者である疑いがある

ことから、第一選択として、十分な安全管理の下で多様な検

査を実施できる医療機関への受診を盤塁主丞。

ただし、引き続き子宮体部の細胞診（子宮内膜細胞診）を

実施することについて本人が同意する場合には、子宮頚がん

検診と併せて引き続き子宮体部の細胞診を丘二L。
4肺がん検診

( 1 ）検診項目

肺がん検診の検診項目は、次に掲げる質問（医師が立ち会って

おり、かつ医師が自ら対面により行う場合において、①の「なおI

以下手除者、「質問Iとあるのは『問診』と読み替える。）、胸部

エックス線検査及び略疾細胞診とし、略疾細胞診は、亘盟の結果、

別紙2( 1)①に定める対象者に該当することが判明した者に対

検査の結果の把握に努めなければならないものとする。

④検診実施機関は、検体及び検診結果を少なくとも3年間

保存しなければならないものとする。

⑤ 検診実施機関は、子宮がん部会における検討結果を踏ま

え、その指導又は助言に従い、実施方法等の改善に蓋盈i主

主金主主ゑ。

( 7）その他

問診の結果、最近6月以内に、不正性器出血（一過性の少

量の出血、閉経後出血等）、月経異常（過多月経、不規則月経

等）及び褐色帯下のいずれかの症状を有していたことが判明

した者に対しては、子宮体がんの有症状者である疑いがある

ことから、第一選択として、十分な安全管理の下で多様な検

査を実施できる医療機関への受診を勧奨するものとする。

ただし、引き続き子宮体部の細胞診（子宮内膜細胞診）を

実施することについて本人が同意する場合には、子宮頚がん

検診と併せて引き続き子宮体部の細胞診を立主主!!2J;_正ゑ。

4肺がん検診

( 1)検診項目

肺がん検診の検診項目は、次に掲げる盟童、胸部エックス線検

査及び略疾細胞診とし、略疾細胞診は、盟釜の結果、阜盟主：必至

ヰ墨盈ゑ主に対し立主主!!2J;_正ゑ。



し立主。

①亘盟

亘盟に当たっては、喫煙歴、職歴ι血疲の有無丞互主塞

2亘盤草旦主主Eを必ず聴取し、かつ、過去の検診の受診状

況等を盛盈主丞。

なお、質問は必ずしも対面による聴取で実施する必要は

なく、5吾診者に自記式の質問用紙を記載させることをもっ

て代えることができる。

②胸部エックス線検査

ア 65歳未満を対象とする胸部エックス線検査は、肺がん

検診に適格な胸部エックス線写真を撮影し、謹塁正ゑ。

イ 65歳以上を対象とする胸部エックス線検査は、「感染

症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平

成 10年法律第11 4号）」第53条の2第3項に規定す

る定期の健康診断等において撮影された肺がん検診に適

格な胸部エックス線写真を用い蓋塁主ゑ。

③曜疫細胞診（略疾採取の方法）

アー重盟の結果、略疾細胞診の対象とされた者に対し、略疾

採取容器を配布し、暗夜を盗塁主ゑ。

イ（略）

ウ 採取した稽疾（細胞）は、固定した後、パパニコロウ染

色を行い顕微鏡下で盤整宣る。

①盟盆

盟盆に当たっては、喫煙歴、職歴桑迂血疾の有無を必ず

聴取し、かつ、過去の検診の受診状況等を堕聖王ゑ主2主
主ゑ。

（新規）

②胸部エックス線検査

ア 65歳未満を対象とする胸部エックス線検査は、肺がん

検診に適格な胸部エックス線写真を撮影し、謹塁主ゑ主Q2.

4正ゑ。
イ 65歳以上を対象とする胸部エックス線検査は、「感染

症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平

成10年法律第11 4号）J第53条の2第3項に規定す

る定期の健康診断等において撮影された肺がん検診に適

格な胸部エックス線写真を用い読影するものとする。

③ 曙疾細胞診（曙疾採取の方法）

ア 盟遂の結果、略疲細胞診の対象とされた者に対し、曙霊長

採取容器を配布し、略疲を採取するものとする。

イ（略）

ウ 採取した曙疲（細胞）は、固定した後、パパニコロウ染

色を行い顕微鏡下で観察するものとする。



(2）胸部エックス線写真の読影方法

胸部エックス線写真は、 2名以上の医師（このうち1名は、

十分な経験を有すること。）によって謹呈与、その結果に応じ

て、過去に撮影した胸部エックス線写真と比較読影することが

望ましい。

( 3）曙疾細胞診の実施

①検体の顕微鏡検査は、十分な経験を有する医師及び臨床検

査技師を有する専門的検査機関において丘二L。この場合にお
いて、医師及び臨床検査技師は、日本臨床細胞学会認定の細

胞診専門医及び細胞検査士であることが望ましい。

また、同一検体から作成された2枚以上のスライドは、 2

名以上の技師によりスクリーニングする。

②専門的検査機関は、細胞診の結果について、速やかに検査

を依頼した者に逗忽主ゑ。

( 4）結果の通知

検診の結果については、皇盟、胸部エックス線写真の読影

の結果及び曙疲細胞診の結果を星盟主t総合的に判断して、精

密検査の必要性の有無を決定し、市町村ないし検診実施機関

笠主主受診者に速やかに逗忽正ゑ。

(5）記録の整備

検診の記録は、氏名、年齢、住所、過去の検診の受診状況、

胸部エックス線写真の読影の結果、暗重量細胞診の結果及び精

(2）胸部エックス線写真の読影方法

胸部エックス線写真は、 2名以上の医師（このうち1名は、

十分な経験を有すること。）によって読影するものとし、その

結果に応じて、過去に撮影した胸部エックス線写真と比較読影

することが望ましい。

(3）曙疾細胞診の実施

①検体の顕微鏡検査は、十分な経験を有する医師及び臨床検

査技師を有する専門的検査機関において丘主主!!21;,.正ゑ。こ

の場合において、医師及び臨床検査技師は、日本臨床細胞学

会認定の細胞診専門医及び細胞検査士であることが望まし

い。

また、同一検体から作成された2枚以上のスライドは、 2

名以上の技師によりスクリーニングするものとする。

②専門的検査機関は、細胞診の結果について、速やかに検査

を依頼した者に通知するものとする。

(4）結果の通知

検診の結果については、盟i室、胸部エックス線写真の読影
の結果及び曙疾細胞診の結果を総合的に判断して、精密検査

の必要性の有無を決定し、受診者に速やかに通怨正ゑ主2主
主ゑ。

( 5）記録の整備

検診の記録は、氏名、年齢、住所、過去の検診の受診状況、

胸部エックス線写真の読影の結果、曙疲細胞診の結果及び精



密検査の必要性の有無等を星盆主ゑ。

また、受診指導の記録を併せて整理するほか、必要に応じ

て個人票を作成し、医療機関における確定診断の結果及び治

療の状況等を量盆主主。

さらに、精密検査の結果がんと診断された者については、

必ず個人票を作成し、組織型、臨床病期及び治療の状況（切

除の有無を含む。）等について量盆主ゑ。

(6）事業評価

肺がん検診の実施に当たっては、適切な方法及び精度管理の

下で実施することが不可欠であることから、市町村は、報告書

の「肺がん検診のための事業評価のためのチェックリスト（市

町村用）」を参考とするなどして、検診の実施状況を担室主ゑ。

その上で、保健所、地域医師会及び検診実施機関等関係者と十

分協議を行い、地域における実施体制の整備に努めるととも

に、肺がん部会における検討結果を踏まえ、その指導又は助言

に基づき、検診実施機関の選定及び実施方法等の改善を丘主。

また、都道府県は、肺がん部会において、地域がん登録を活

用し、及び報告書の『肺がん検診のための事業評価のためのチ

ェックリスト（都道府県用）』を参考とするなどして、がんの

羅患動向、検診の実施方法及び精度管理の在り方等について専

門的な見地から検討を行い、市町村に対する技術的支援及び検

診実施機関に対する指導を立主。

なお、肺がん検診における事業評価の基本的な考え方につい

密検査の必要性の有無等を記録するものとする。

また、受診指導の記録を併せて整理するほか、必要に応じ

て個人票を作成し、医療機関における確定診断の結果及び治

療の状況等を記録するものとする。

さらに、精密検査の結果がんと診断された者については、

必ず個人票を作成し、組織型、臨床病期及び治療の状況（切

除の有無を含む。）等について記録するものとする。

(6）事業評価

肺がん検診の実施に当たっては、適切な方法及び精度管理

の下で実施することが不可欠であることから、市町村は、報

告書の「肺がん検診のための事業評価のためのチェクリスト

（市町村用）』を参考とするなどして、検診の実施状況を車

握するものとする。そのよで、保健所、地域医師会及び検診

実施機関等関係者と十分協議を行い、地域における実施体制

の整備に努めるとともに、柿がん部会における検討結果を踏

まえ、その指導又は助言に基づき、検診実施機燭の選定及び

実施方法等の改善を丘主主企主主ゑ。

また、都道府県は、肺がん部会において、地域がん登録を活

用し、及び報告書の「肺がん検診のための事業評価のためのチ

ェックリスト（都道府県用）」を参考とするなどして、がんの

羅患動向、検診の実施方法及び精度管理の在り方等について専

門的な見地から検討を行い、市町村に対する技術的支援及び検

診実施機関に対する指導を行うものとする。



ては、報告書を参照すること。

( 7）検診実施機関

①検診実施機関は、適切な方法及び精度管理の下で肺がん検

診が円滑に実施されるよう、報告書の「肺がん検診のための

事業評価のためのチェックリスト（検診実施機関用）」を参

考とするなどして、胸部エックス線検査及び略疾細胞診の精

度管理に草企Ji.。
②検診実施機関は、肺がんに関する正確な知識及び技能を有

するものでなければ主主主心。

③検診実施機関は、精密検査実施施設と連絡をとり、精密検

査の結果の把握に努めなければならない。

④検診実施機関は、細胞診を他の細胞診検査センター等に依

頼する場合は、細胞診検査機関の細胞診専門医や細胞検査士

等の人員や設備等を十分に把握し、適切なー機関を選ばなけれ

ば主ム与心。

⑤ 胸部エックス線写真や曙疲細胞診に係る検体及び検診結

果は、少なくとも3年間保存しなければ主ム主主〉

ただし、 65歳以上を対象者とする胸部エックス線写真に

ついては、結核健診の実施者において隼互主ゑ。

⑥検診実施機関は、肺がん部会における検討結果を踏まえ、

なお、肺がん検診における事業評価の基本的な考え方につい

ては、報告書を参照すること。

( 7）検診実施機関

①検診実施機関は、適切な方法及び精度管理の下で肺がん検

診が円滑に実施されるよう、報告書の『肺がん検診のための

事業評価のためのチェックリスト（検診実施機関用）』を参

考とするなどしてι胸部エックス線検査及び略疾細胞診の精
度管理に努めるものとする。

②検診実施機関は、肺がんに関する正確な知識及び技能を有

するものでなければならないものとする。

③検診実施機関は、精密検査実施施設と連絡をとり、精密検

査の結果の把握に努めなければならないものとする。

④検診実施機関は、細胞診を他の細胞診検査セン舎一等に依

頼する場合は、細胞診検査機関の細胞診専門医や細胞検査士

等の人員や設備等を十分に把握し、適切な機関を選ぱなけれ

ばならないものとする。

⑤胸部エックス線写真や略疲細胞診に係る検体及び検診結

果は、少なくとも3年間保存しなければならないものとす

ゑ。

ただし、 65歳以上を対象者とする胸部エックス線写真に

ついては、結核健診の実施者において保存するものとする。

⑥検診実施機関は、肺がん部会における検討結果を踏まえ、



その指導又は助言に従い、実施方法等の改善に差金ゑ。

⑦検診実施機関は、病院文は診療所以外の場所で医師の立会

いなく、胸部エックス線検査害実施する場合、以下の点を遵

主主ゑ。

ア検診の実施に闘し‘事前に胸部エックス線写真撮影を行

う診療放射線技師に対して指示をする責任医師及び緊急

時や必要時に対応する医師など巷明示した計画書を作成

し、市町村に提出する。なお、市町村が自ら検診を実施す

る場合には、当該計画書を自ら作成し‘保存するn

イ 緊急時や必要時に医師に追格できる体制手整備するの

ウ 胸部エックス線写真撮影時や緊急時のマニュアルを整備

主ゑ』

エ胸部エックス線検査に係る必要な機器及び設備を整備す

るとともに、機器の日常点検等の管理体制を整備する。

オ検診に従事する診療放射線技師が必要な教育・研修を受

ける機会多確保する。

(8）その他

質問の結果‘最近6月以内に血療のあったことが判明した

者に対しては、肺がんの有症状者である疑いがあることから、

第一i巽択として、十分な安全管理の下で多様な検査を実施で

きる医療機関への受診を勧奨する。

その指導文は助言に従い、実施方法等の改善に蓋盈ゑ主!!2..£

主丞。

（新規）

(8）その他

（新規）



喫煙の肺がん発生に対する寄与率は高く、一次予防として

の喫煙等の指導及び肺がんに関する正しい知識等の啓発普及

は極めて重要である。このため、肺がん検診及び肺がん予防

健康教育等の場を利用するとともに、必要な者に対しては、

健康増進法（平成14年法律第10 3号）第17条第1項に

基づく喫煙者個別健康教育を実施し、禁煙に関する指導を.!t
進工ゑ。禁煙に関する指導については、短時間での支援も有

効であるとの報告もあることから、「禁煙支援マニュアル（第

二版） I多活用するなどして、効率的な実施を図る。また、若

年層に対しでも、積極的に禁煙及び防煙に関する指導並びに

肺がんに関する正しい知識等の啓発普及を図るなど、防煙・

禁煙・分煙にわたる総合的なたばこ対策の推進を図るよう登

める。

5乳がん検診

( 1 ）検診項目

乳がん検診の検診項目は、次に掲げる問診、視診、触診及

び乳房エックス線検査（マンモグラフィをいう。以下閉じ。）

とする。

なお、乳房エックス線写真の読影と視診及び触診（以下『視

触診』という。）は、原則として同時に塞皐主主。ただし、乳

房エックス線撮影装置を搭載した検診車による乳がん検診を｜

実施し、及び乳房エックス線写真の二重読影を実施する場合

喫煙の肺がん発生に対する寄与率は高〈、一次予防として

の喫煙等の指導及び肺がんに関する正しい知識等の啓発普及

は極めて重要である。このため、肺がん検診及び肺がん予防

健康教育等の場を利用するとともに、必要な者に対しては、

健康増進法（平成14年法律第10 3号）第17条第1項に

基づく喫煙者個別健康教育を実施し、禁煙に関する指導を盤

進するものとする。また、若年層に対しても、積極的に禁煙

及び防煙に関する指導並びに肺がんに関する正しい知識等の

啓発普及を図るなど、防煙・禁煙・分煙にわたる総合的なた

ばこ対策の推進を図るよう努めるものとする。

5乳がん検診

( 1 ）検診項目

乳がん検診の検診項目は、次に掲げる問診、視診、触診及

び乳房エックス線検査（マンモグラフィをいう。以下同じ。）

とする。

なお、乳房エックス線写真の読影と視診及び触診（以下「視

触診』という。）は、原則として同時に実施するものとする。

ただし、乳房エックス線撮影装置を搭載した検診車による乳

がん検診を実施し、及び乳房エックス線写真の二重読影を実



は、この限りで主主こ。

① 問診

問診に当たっては、乳がんの家族歴、既往歴、月経及び

妊娠等に関する事項、乳房の状態、過去の検診の受診状況

等を盛塁王ゑ。

②視診

乳房、乳房皮膚、乳頭及び腺寓の状況を箆室主ゑ。

③触診

乳房、乳頭及びリンパ節の触診を立主。

④乳房エックス線検査

ア 別紙の3の（1 ）の④のアに規定する基準に適合した

実施機関において、両側乳房について、内外斜位方向撮

影を宜主。

イ 40歳以上50歳未満の対象者については、アの内外

斜位方向撮影と共に頭尾方向撮影も併せて丘二L。

ウ 乳房エックス線写真の読影は、適切な読影環境の下

で、ニ重読影（このうち1名は、十分な経験を有する医

師であること。）により丘二L。
( 2）結果の通知

検診の結果については、問診、乳房エックス線検査の結果

及び視触診の結果を総合的に判断して、精密検査の必要性の

施する場合は、この限りで主己主122.主主ゑ。
① 問診

問診に当たっては、乳がんの家族歴、既往歴、月経及び

妊娠等に関する事項、乳房の状態、過去の検診の受診状況

等を聴取するものとする。

②視診

乳房、乳房皮膚、乳頭及び肢寓の状況を箆室主ゑ主金主

主ゑ。

③触診

乳房、乳頭及びリンパ節の触診を立主主!!21;,.正ゑ。

④ 乳房エックス線検査

ア 別紙の3の（ 1 ）の④のアに規定する基準に適合した

実施機関において、両側乳房について、内外斜位方向録

影を立主主企主主丞。

イ 40歳以上50歳未満の対象者については、アの内外

斜位方向撮影と共に頭尾方向撮影も併せて立主主!!2.1;,_

正ゑ。

ウ 乳房エックス線写真の読影は、適切な読影環境の下

で、二重読影（このうち1名は、十分な経験を有する医

師であること。）により立主主企主主ゑ。

(2）結果の通知

検診の結果については、問診、乳房エックス線検査の結果

及び視触診の結果を総合的に判断して、精密検査の必要性の



有無を決定し、受診者に速やかに星組主主。

( 3）記録の整備

検診の記録は、氏名、年齢、住所、過去の検診の受診状況、

乳房エックス線検査の結果、視触診の結果及び精密検査の必

要性の有無等を孟盆主丞。

また、受診指導の記録を合わせて整理するほか、必要に応

じて個人票を作成し、医療機関における確定診断の結果及び

治療の状況等を量盆主ゑ。

( 4）事業評価

乳がん検診の実施に当たっては、特に乳房エックス線検査

など、適切な方法及び精度管理の下で実施することが不可欠

であることから、市町村は、報告書の「乳がん検診のための

事業評価のためのチェックリスト（市町村用）」を参考とす

るなどして、検診の実施状況をm量主丞。その上で、保健所、
地域医師会及び検診実施機関等関係者と十分協議を行い、地

域における実施体制の整備に努めるとともに、乳がん部会に

おける検討結果を踏まえ、その指導又は助言に基づき、検診

実施機関の選定及び実施方法等の改善を江主。

また、都道府県は、乳がん部会において、地域がん登録を

活用し、及ぴ報告書の「乳がん検診のための事業評価のため

のチェックリスト（都道府県用）』を参考とするなどして、

がんの羅患動向、検診の実施方法及び精度管理の在り方等に

ついて専門的な見地から検討を行い、市町村に対する技術的

有無を決定し、受診者に速やかに通知するものとする。

( 3）記録の整備

検診の記録は、氏名、年齢、住所、過去の検診の受診状況、

乳房エックス線検査の結果、視触診の結果及び精密検査の必

要性の有無等を記録するものとする。

また、受診指導の記録を合わせて整理するほか、必要に応

じて個人票を作成し、医療機関における確定診断の結果及ぴ

治療の状況等を記録するものとする。

(4）事業評価

乳がん検診の実施に当たっては、特に乳房エックス線検査

など、適切な方法及び精度管理の下で実施することが不可欠

であることから、市町村は、報告書の『乳がん検診のための

事業評価のためのチェックリスト（市町村用）』を参考とす

るなどして、検診の実施状況を把握するものとする。そのよ

で、保健所、地域医師会及び検診実施機関等関係者と十分協

議を行い、地域における実施体制の整備に努めるとともに、

乳がん部会における検討結果を踏まえ、その指導又は助言に

基づき、検診実施機関の選定及び実施方法等の改善を立主主

金主主丞。

また、都道府県は、乳がん部会においで、地域がん登録を

活用し、及び報告書の「乳がん検診のための事業評価のため

のチェックリスト（都道府県用）」を参考とするなどして、

がんの羅患動向、検診の実施方法及び精度管理の在り方等に



支援及び検診実施機関に対する指導を江主。

なお、手Lがん検診における事業評価の基本的な考え方につ

いては、報告書を参照すること。

( 5）検診実施機関

①乳がん検診のうち特に乳房エックス線検査を行う検診実

施機関は、適切な方法及び精度管理の下で乳がん検診が円

滑に実施されるよう、報告書の「乳がん検診のための事業

評価のためのチェックリスト（検診実施機関用）」を参考

とするなどして、乳房エックス線写真の撮影及び読影等の

精度管理に草金ゑ。

②検診実施機関は、乳がんに関する正確な知識及び技能を

有するものでなければ主主主主〉

③検診実施機関は、精密検査実施施設と連絡をとり、精密

検査の結果の把握に努めなければ主ム主心。

④検診実施機関は、乳房ヱックス線写真及び検診結果を少

なくとも3年間保存しなければ主ム主主〉

⑤検診実施機関は、乳がん部会における検討結果を踏まえ、

その指導又は助言に従い、実施方法等の改善に差金ゑ。

( 6）その他

乳がんは、日常の健康管理の一環としての自己触診によっ

て、しこり（腫癌）に触れるなどの自覚症状を認めることに

ついて専門的な見地から検討を行い、市町村に対する技術的

支援及び検診実施機関に対する指導を行うものとする。

なお、乳がん検診における事業評価の基本的な考え方につ

いては、報告書を参照すること。

( 5）検診実施機関

①乳がん検診のうち特に乳房エックス線検査を行う検診実

施機関は、適切な方法及び精度管理の下で乳がん検診が円

滑に実施されるよう、報告書の『乳がん検診のための事業

評価のためのチェックリスト（検診実施機関用）Jを参考

とするなどして、乳房エックス線写真の撮影及び読影等の

精度管理に努めるものとする。

②検診実施機関は、乳がんに関する正確な知識及び技能を

有するものでなければならないものとする。

③検診実施機関は、精密検査実施施設と連絡をとり、精密

検査の結果の把握に努めなければならないものとする。

④検診実施機関は、乳房エックス線写真及び検診結果を少

なくとも3年間保存しなければならないものとする。

⑤検診実施機関は、乳がん部会における検討結果を踏まえ、

その指導又は助言に従い、実施方法等の改善に草盈ゑ主!!2.

主主ゑ。

( 6）その他

乳がんは、日常の健康管理の一環としての自己触診によっ

て、しこり（腫癌）に触れるなどの自覚症状を認めることに



より発見される場合がある。このため、検診の場で受診者に

対し、乳房エックス線検査による乳がん検診を定期的に受診

することの重要性だけでなく、乳がんの自己触診の方法、し

こりに触れた場合の速やかな医療機関への受診、その際の乳

房疾患を専門とする医療機関の選択等について啓発普及を図

るよう蓋企ゑ。

6 大腸がん検診

( 1 ）検診計画の策定等

大腸がん検診の実施に当たっては、精密検査の実施体制が

整っていることが不可欠である。このため、市町村は、保健

所、地域医師会及び検診実施機関等関係者と十分協議の上、

地域医療機関の大腸精密検査対応能力を勘案し、検診計画を

室主主ゑ。

また、大腸がん部会は、市町村が策定した検診計画につい

て、検診が円滑に実施されるよう広域的な見地から医師会、

検診実施機関及び精密検査機関等関係者と調整を立主。

( 2）検診項目

大腸がん検診の検診項目は、次に掲げる問診及び便潜血検

査とする。

① 問診

問診に当たっては、現在の症状、既往歴、家族歴及び過

より発見される場合がある。このため、検診の場で受診者に

対し、乳房エックス線検査による乳がん検診を定期的に受診

することの重要性だけでなく、乳がんの自己触診の方法、し

こりに触れた場合の速やかな医療機関への受診、その際の乳

房疾患を専門とする医療機関の選択等について啓発普及を図

るよう努めるものとする。

6 大腸がん検診

( 1 ）検診計画の策定等

大腸がん検診の実施に当たっては、精密検査の実施体制が

整っていることが不可欠である。このため、市町村は、保健

所、地域医師会及び検診実施機関等関係者と十分協議の上、

地域医療機関の大腸精密検査対応能力を勘案し、検診計画を

策定するものとする。

また、大腸がん部会は、市町村が策定した検診計画につい

て、検診が円滑に実施されるよう広域的な見地から医師会、

検診実施機関及び精密検査機関等関係者と調整を立主主SQ.£

主ゑ。

(2）検診項目

大腸がん検診の検診項目は、次に掲げる問診及び便潜血検

査とする。

① 問診

問診に当たっては、現在の症状、既往歴、家族歴及び過



去の検診の受診状況等を墜堅主ゑ。

②便潜血検査

便潜血検査は、免疫便潜血検査2日法により丘己、 ;Al］定

用キット、採便方法、検体の回収及び検体の測定について

は、次のとおりとする。

ア測定用キット

それぞれの測定用キットの特性並びに市町村におけ

る検体処理数及び採便から測定までの時間等を勘案し

て、最適のものを謹旦正丞。

イ採便方法

採使用具（ろ紙、スティック等）を毘布し、自己採便

とする。

なお、採使用具の使用方法、採便量、初回採使から2

回目までの日数及び初回採便後の検体の保管方法等は、

検診の精度に大きな影響を与えることから、採使用具の

配布に際しては、その旨を受診者に十分謹盟主主。

また、採使用具の配布は、検体の回収日時を考慮して、

適切な時期に立主。

ウ検体の回収

初回の検体は、受診者の自宅において冷蔵保存（冷蔵

庫での保存が望ましい。）し、 2回目の検体を採取した

後即日回収することを原則とする。

去の検診の受診状況等を聴取するものとする。

② 便潜血検査

便潜血検査は、免疫便潜血検査2日法により立主主!!21;_

与、測定用キット、採使方法、検体の回収及び検体の測定

については、次のとおりとする。

ア測定用キット

それぞれの測定用キットの特性並びに市町村におけ

る検体処理数及び採便から測定までの時間等を勘案し

て、最適のものを採用するものとする。

イ採便方法

採使用具（ろ紙、スティック等）を配布し、自己採便

とする。

なお、採使用具の使用方法、採便量、初回採使から2

回目までの回数及び初回採便後の検体の保管方法等は、

検診の精度に大きな影響を与えることから、採使用具の

配布に際しては、その旨を受診者に十分謹盟主丞主!!21;_

主主。

また、採便用具の配布は、検体の回収日時を考慮して、

適切な時期に立主主企主主丞。

ウ検体の回収

初回の検体は、受診者の自宅において冷蔵保存（冷蔵

庫での保存が望ましい。）し、 2回目の検体を採取した

後即日回収することを原則とする。



また、やむを得ず即日回収できない場合でも、回収ま

での時間を極力短縮し、検体の回収、保管及び輸送の各

過程で温度管理に厳重な注意を払之。

なお、検診受診者から検診実施機関への検体郵送は、

温度管理が困難であり、検査の精度が下がることから、

原則として立主主心。

エ検体の測定

検体回収後速やかに立心、速やかな測定が困難な場合

は、塗盗塁互主主。

( 3）検診結果の区分

大腸がん検診の結果は、問診の結果を参考として、免疫便

潜血検査の結果により判断し、『便潜血陰性」及び「要精検」

に星盆主ゑ。

( 4）結果の通知

検診の結果については、精密検査の必要性の有無を附し、

受診者に速やかに逗忽正ゑ。

, ( 5）記録の整備

検診の記録は、氏名、性別、年齢、住所、過去の検診の受

診状況、受診指導の記録、検診結果、精密検査の必要性の有

無、精密検査受診の有無及び精密検査の確定診断の結果等を

呈盆主ゑ。

また、必要に応じ個人票を作成し、これらの情報について

整理するほか、治療の状況及び予後その他必要な事項につい

また、やむを得ず即日回収できない場合でも、回収ま

での時聞を極力短縮し、検体の回収、保管及び輸送の各

過程で温度管理に厳重な注意を込主主Q2J;,_正ゑ。

なお、検診受診者から検診実施機関への検体郵送は、

温度管理が困難であり、検査の精度が下がることから、

原則として行わないものとする。

エ検体の測定

検体回収後速やかに丘主主Q2.£与、速やかな測定が困

難な場合は、冷蔵保存するものとする。

( 3）検診結果の区分

大腸がん検診の結果は、問診の結果を参考として、免疫便

潜血検査の結果により判断し、「便潜血陰性j及び『要精検J

に区分するものとする。

(4）結果の通知

検診の結果については、精密検査の必要性の有無を附し、

受診者に速やかに通知するものとする。

( 5）記録の整備

検診の記録は、氏名、性別、年齢、住所、過去の検診の受

診状況、受診指導の記録、検診結果、精密検査の必要性の有

無、精密検査受診の有無及び精密検査の確定診断の結果等を

記録するものとする。

また、必要に応じ個人票を作成し、これらの情報について

整理するほか、治療の状況及び予後その他必要な事項につい



ても墨盆主主。

(6）事業評価

大腸がん検診の実施に当たっては、適切な方法及び精度管

理の下で実施することが不可欠であることから、市町村は、

報告書の「大揚がん検診のための事業評価のためのチェック

リスト（市町村用）」を参考とするなどして、検診の実施状況

を皇室主ゑ。その上で、保健所、地域医師会及び検診実施機

関等関係者と十分協議を行い、地域における実施体制の整備

に努めるとともに、大腸がん部会における検討結果を踏まえ、

その指導又は助言に基づき、検診実施機関の選定及び実施方

法等の改善を立主。

また、都道府県は、大腸がん部会において、地域がん登録

を活用し、及び報告書の「大腸がん検診のための事業評価の

ためのチェックリスト（都道府県用）』を参考とするなどして、

がんの催患動向、検診の実施方法及び精度管理の在り方等に

ついて専門的な見地から検討を行い、市町村に対する技術的

支援及び検診実施機関に対する指導を丘之。

なお、大腸がん検診における事業評価の基本的な考え方に

ついては、報告書を参照すること。

(7）検診実施機関

①検診実施機関は、適切な方法及び精度管理の下で大腸が

ん検診が円滑に実施されるよう、報告書の「大腸がん検診

のための事業評価のためのチェックリスト（検診実施機関

ても記録するものとする。

(6）事業評価

大腸がん検診の実施に当たっては、適切な方法及び精度管

理の下で実施することが不可欠であることから、市町村は、

報告書の『大腸がん検診のための事業評価のためのチェック

リスト（市町村用）」を参考とするなどして、検診の実施状況

を把握するものとする。その上で、保健所、地域医師会及び

検診実施機関等関係者と十分協議を行い、地域における実施

体制の整備に努めるとともに、大腸がん部会における検討結

果を踏まえ、その指導又は助言に基づき、検診実施機関の選

定及び実施方法等の改善を丘主主企主主ゑ。

また、都道府県は、大腸がん部会において、地域がん登録

を活用し、及び報告書の『大腸がん検診のための事業評価の

ためのチェックリスト（都道府県用）」を参考とするなどして、

がんの羅患動向、検診の実施方法及び精度管理の在り方等に

ついて専門的な見地から検討を行い、市町村に対する技術的

支援及び検診実施機関に対する指導を行うものとする。

なお、大腸がん検診における事業評価の基本的な考え方に

ついては、報告書を参照すること。

( 7）検診実施機関

①検診実施機関は、適切な方法及び精度管理の下で大腸が

ん検診が円滑に実施されるよう、報告書の「大腸がん検診

のための事業評価のためのチェックリスト（検診実施機関



用）」を参考とするなどして、便潜血検査等の精度管理に

草盈ゑ。

②検診実施機関は、大腸がんに関する正確な知識及び技能

を有するものでなければ主ム主主i。
③検診実施機関は、検体の測定を適正な方法で原則として

自ら行わなければ主ム主主i。

④検診実施機関は、精密検査実施施設と連絡をとり、精密

検査の結果の把握に努めなければ主主主じ。

⑤検診実施機関は、検診結果を少なくとも3年間保存しな

ければ主ム主主ミ。

⑥検診実施機関は、大揚がん部会における検討結果を踏ま

え、その指導又は助言に従い、実施方法等の改善に蓋金ゑ。

(8）精密検査等

①大腸がん検診において「要精検」とされた者については、

必ず精密検査を受診するよう、全ての検診受診者に里忽主

る。

なお、その際には、精密検査を受診しないことにより、

大腸がんによる死亡の危険性が高まるなどの科学的知見

に基づき、十分な説明を立主。

②我が国の大腸がんの死亡率及び羅患率は、 40歳代後半

から増加を示し、特Iこ50歳以降の増加が著しいことか

ら、 50歳以上の者については、積極的に受診指導を行う

用）』を参考とするなどして、便潜血検査等の精度管理に

努めるものとする。

②検診実施機関は、大腸がんに関する正確な知識及び技能

を有するものでなければならないものとする。

③検診実施機関は、検体の測定を適正な方法で原則として

自ら行わなければならないものとする。

④検診実施機関は、精密検査実施施設と連絡をとり、精密

検査の結果の把握に努めなければならないものとする。

⑤検診実施機関は、検診結果を少なくとも3年間保存しな

ければならないもの止する。

⑥検診実施機関は、大腸がん部会における検討結果を踏ま

え、その指導又は助言に従い、実施方法等の改善に蓋企i主
主fil正ゑ。

(8）精密検査等

① 大腸がん検診において「要精検Jとされた者については、

必ず精密検査を受診するよう、全ての検診受診者に星組主

ゑ主旦主主主。

なお、その際には、精密検査を受診しないことにより、

大腸がんによる死亡の危険性が高まるなどの科学的知見

に基づき、十分な説明を丘主主企主主ゑ。

②我が国の大腸がんの死亡率及び羅患率は、 40歳代後半

から増加を示し、特に50歳以降の増加が著しいことか

ら、 50歳以上の者については、積極的に受診指導を行う



等の重点的な対応を丘二主。

③略

④精密検査を全大腸内視鏡検査で行うことが困難な場合に

おいては、 S状結腸内視鏡検査と注腸エックス線検査（二

重造影法）の併用による精密検査を塁盗主ゑ。

ただし、その実施に当たっては、十分な精度管理の下で、

注腸エックス線検査の専門家により塞撞主ゑ。

⑤便潜血検査のみによる精密検査は、大腸がんの見落とし

の増加につながることから、立主主心。

7総合がん検診

( 1)略

.< 2）実施方法

総合がん検診は、 2から6までに規定するすべてのがん検

診を同時に実施するものであり、原則として同時に実施する

ことが可能な医療機関において塞盤工丞。

(3）検診の実施

総合がん検診は、 2から6までに規定する検診項目（医師

が必要と認める者について行うものに限る。）について、 2か

ら6までの定めるところにより立主。ただし、肺がん検診に

おける胸部エックス線検査については、検診実施医療機関で

直接撮影により撮影された胸部エックス線写真を星じゑ。

等の重点的な対応を丘主主~主主。

③略

④精密検査を全大腸内視鏡検査で行うことが困難な場合に

おいては、 S状結腸内視鏡検査と注腸エックス線検査（二

重造影法）の併用による精密検査を実施するものとする。

ただし、その実施に当たっては、十分な精度管理の下で、

注腸エックス線検査の専門家により実施するものとする。

⑤便潜血検査のみによる精密検査は、大腸がんの見落とし

の増加につながることから、行わないものとする。

7 総合がん検診

( 1)略

(2）実施方法

総合がん検診は、 2から6までに規定するすべてのがん検

診を同時に実施するものであり、原則として同時に実施する

ことが司能な医療機関において実施するものとする。

-( 3）検診の実施

総合がん検診は、 2から6までに規定する検診項目（医師

が必要と認める者について行うものに限る。）について、 2か

ら6までの定めるところにより行うものとする。ただし、肺

がん検診における胸部エックス線検査については、検診実施

医療機関で直接撮影により撮影された胸部エックス線写真を

用いるものとする。



1 

( 4）その他

『結果の通知』、『記録の整備』及び「検診実施機関」等につ

いては、 2から6までの定めるところに準じて立之。

呂その他

( 1 ) 2から7までに規定する事項以外の事項については、「健康

増進事業実施要領」の第3等に塗主ゑ。

(2）・（3）略

改正後

(jllj紙）がん検診等実施上の留意事項

子宮体部の細胞診

( 1 ）子宮体部の細胞診の実施

①対象者

子宮頭がん検診の問診の結果、最近6月以内に、不正性器出

血（一過性の少量の出血、閉経後出血等）、月経異常（過多月

経、不規則月経等）及び褐色帯下のいずれかの症状を有してい

たことが判明した者に対しては、第一選択として、十分な安全

1 

(4）その他

『結果の通知』、「記録の整備j及び「検診実施機関」等につ

いては、 2から 6 までの定めるところに準じて丘主主~

ゑ。

B その他

( 1 ) 2から7までに規定する事項以外の事項については、『健康

増進事業実施要領』の第3等に準ずるものとする。

(2）・（3）略

改正前

(lllj紙）がん検診実施上の留意事項

子宮体部の細胞診

( 1 ）子宮体部の細胞診の実施

①対象者

子宮頚がん検診の問診の結果、最近6月以内に、不正性器出

血（一過性の少量の出血、閉経後出血等）、月経異常（過多月

経、不規則月経等）及び褐色帯下のいずれかの症状を有してい

たことが判明した者に対しては、第一選択として、十分な安全



管理の下で多様な検査を実施できる医療機関への受診を勧奨

することとなるが、子宮頚がん検診と併せて子宮体部の細胞診

（子宮内膜細胞診）を実施することについて本人が同意する場

合には、子宮頭部の細胞診に引き続き子宮体部の細胞診を塞』主

主ゑ。

②問診の留意点

問診時に聴取する不正性器出血は、いわゆる不正出血、閉経

後出血、不規則月経、下着に付着した染み程度の赤色斑点（ス

ポッティング）、一次的な少量の出血及び褐色帯下等出血に起

因するすべての状態を含み、問診の際には、このような状態を

正しく把握するよう皇室主ゑ。

③細胞採取の留意点

子宮体部の細胞診においては、吸引法又は擦過法によって子

宮内膜細胞を採取するが、対象者は、主として更年期文は更年

期以後の女性であることから、子宮頚管が狭くなっていること

等を考慮し、吸引法及び擦過法の両器具を準備しておくことが

望ましい。

また、検診車や保健所等で実施する場合であって、吸引法又

は擦過法のいず‘れかの方法を用いても器具の挿入ができない

ときは、速やかに医療機関を受診するよう指導するとともに、

医療機関における細胞診の結果等の把握に蓋企ゑ。

(2）指導区分等

原則として、子宮休部の細胞診の判定結果が「疑陽性』及び「陽

管理の下で多様な検査を実施できる医療機関への受診を勧奨

することとなるが、子宮頚がん検診と併せて子宮体部の細胞診

（子宮内膜細胞診）を実施することについて本人が同意する場

合には、子宮頭部の細胞診に引き続き子宮体部の細胞診を塞謹

主ゑ主金主主ゑ。

②問診の留意点

問診時に聴取する不正性器出血は、いわゆる不正出血、閉経

後出血、不規則月経、下着に付着した染み程度の赤色斑点（ス

ポッティング）、一次的な少量の出血及び褐色帯下等出血に起

因するすべての状態を含み、問診の際には、このような状態を

正しく把握するよう留意するものとする。

③細胞採取の留意点

子宮体部の細胞診においては、吸引法又は擦過法によって子

宮内膜細胞を採取するが、対象者は、主として更年期又は更年

期以後の女性であることから、子宮頚管が狭くなっていること

等を考慮し、吸引法及び擦過法の両器具を準備しておくことが

望ましい。

また、検診車や保健所等で実施する場合であって、吸引法又

は擦過法のいずれかの方法を用いても器具の挿入ができない

ときは、速やかに医療機関を受診するよう指導するとともに、

医療機関における細胞診の結果等の把握に努めるものとする。

(2）指導区分等

原則として、子宮体部の細胞診の判定結果が「疑陽性』及び『陽



性』の者は、「要精検」とし、「陰性」の者は、その他の臨床症状

を勘案し、精密検査の受診の要否を決定するが、精密検査の受診

の必要がない場合は、「精検不要」とし、それぞれ次の指導を丘

ユ。
① 「要精検Jと区分された者

医療機関において精密検査を受診するよう盆釜正ゑ。

② 「精検不要』と区分された者

日常生活において不正性器出血等に注意するよう鐘重工ゑ。

2 肺がん検診

( 1 ）略疲細胞診の実施

①対象者

略疾細胞診の対象者は、呈旦の結果、原則として 50歳

以上で喫煙指数（1日本数×年数） 6 0 0以上であることが

型盟与主者（過去における喫煙者を含む。）とする。

②曙疾採取の方法

ア亘盟の結果、略疾細胞診の対象とされた者に対し、有効疲

の採取方法を説明するとともに、略疾採取容器を配布し、略

疾を盛堅正j主。

イ（略）

性』の者は、「要精検Jとし、「陰性」の者は、その他の臨床症状

を勘案し、精密検査の受診の要否を決定するが、精密検査の受診

の必要がない場合は、「精検不要」とし、それぞれ次の指導を立

主主!!21;,.正ゑ。
① 『要精検」と区分された者

医療機関において精密検査を受診するよう指導するものと

主ゑ。

② 『精検不要」と区分された者

日常生活において不正性器出血等に注意するよう皇重正ゑ

主企主主ゑ。

2 肺がん検診

( 1 ）略疾細胞診の実施

① 対象者

略疾細胞診の対象者は、盟盆の結果、原則として 50歳

以上で喫煙指数（ 1日本数×年数） 6 0 0以上金者（過去に

おける喫煙者を含む。）及び6月以内に血壌のあった者のいず

れかに該当することが判明した者とする。

②略疾採取の方法

ア毘盆の結果、略疾細胞診の対象とされた者に対し、有効疾

の採取方法を説明するとともに、盤亙盗2ムヱ~曙疾採取容
器を配布し、曜夜を採取するものとする。

イ（略）



ウ 採取した曙疾（細胞）の処理方法は、次のとおりとする。

（ア）ホモジナイズ法』韮翠盈盤孟又は車盆塗盗迭により、 2

枚以上のスライドグラスに擦り合わせ式で塗装主主。ま

た、塗抹面積は、スライドグラス面の3分の2程度とする。

（イ）車盗釜芸達においては、粘血部、灰白色部等数箇所から

ピックアップし、擦り合わせ式で塗韮主ゑ。

（ウ）パパニコロウ染色を行い顕微鏡下で箆室主ゑ。

③判定

曜疾細胞診の結果の判定は、「肺癌集団検診の手ぴきJ（日本

肺癌学会集団検診委員会編）の「集団検診における略疾細胞診

の判定基準と指導区分jによって丘主。

(2）賂

(3）胸部エックス線写真の読影方法

胸部エックス線写真は、 2名以上の医師によって読影し、それ

ぞれの読影結果に基づき些整護霊主主£その方法は、次のとおり

とする。

① 二重読影

2名以上の医師が同時に又はそれぞれ独立して読影するi

与とするが、このうち 1名は、十分な経験を有する章とする。

読影結果の判定は、『肺癌集団検診の手びき」（日本肺癌学会集

団検診委員会編）の「肺癌検診における胸部X線写真の判定基

ウ 採取した略疲（細胞）の処理方法は、次のとおりとする。

（ア）ホモジナイズ法又は蓋丞車室塗盤盗により、 2枚以上の

スライドグラスに擦り合わせ式で塗抹するものとする。ま

た、塗抹面積は、スライドグラス面の3分の2程度とする。

（イ）董丞車謹釜釜丞においては、粘血部、灰白色部等数箇所

からピックアップし、擦り合わせ式で塗抹するものとす

る。

（ウ）パパニコロウ染色を行い顕微鏡下で観察するものとす

る。

③判定

曙疾細胞診の結果の判定は、「肺癌集団検診の手ぴき』（日本

肺癌学会集団検診委員会編）の「集団検診における曙疫細胞診

の判定基準と指導区分jによって立主主企主主ゑ。

(2）略

( 3）胸部エックス線写真の読影方法

胸部エックス線写真は、 2名以上の医師によって読影し、それ

ぞれの読影結果に基づき比毅読影するものとし、その方法は、次

のとおりとする。

①二重読影

2名以上の医師が同時に又はそれぞれ独立して読影するも

のとするが、このうち1名は、十分な経験を有するものとする。

読影結果の判定は、「肺癌集団検診の手びき」（日本肺癌学会集

団検診委員会編）の「肺癌検診における胸部X線写真の判定基



準と指導区分』によって丘主。

② 比較読影

ア 二重読影の結果、「肺癌集団検診の手びき』（日本肺癌学会

集団検診委員会編）の「肺癌検診における胸部X線写真の判

定基準と指導区分』の「d』及び「e」に該当するものにつ

いては、比較読影を丘ユ。

イ 比較読影は、過去に撮影した胸部エックス線写真と比較し

ながら読影するものであり、地域の実情に応じて次のいずれ

かの方法により丘i。
（ア）～（ウ）略

ウ 読影結果の判定は、「肺癌集団検診の手ぴき』（日本肺癌学

会集団検診委員会編）の「肺癌検診における胸部X線写真の

判定基準と指導区分jによって丘二L。
(4）指導区分等

指導区分は、「要精検j及び『精検不要」とし、それぞれ次の

指導を丘二L。
① 「要精検jと区分された者

医療機関において精密検査を受診するよう鐘重工ゑ。

② 「精検不要』と区分された者

翌年の検診の受診を勧めるとともに、祭煙等日常生活上の注

意を盤工。

なお、指導区分の決定及び精度管理等については、「肺癌集

準と指導区分J によって立主主~正ゑ。

② 比較読影

ア 二重読影の結果、「肺癌集団検診の手びき」（日本肺癌学会

集団検診委員会編）の「肺癌検診における胸部X線写真の判

定基準と指導区分1の「d」及び「ejに該当するものにつ

いては、比較読影を行うものとする。

イ 比較読影は、過去に撮影した胸部エックス線写真と比較し

ながら読影するものであり、地域の実情に応じて次のいずれ

かの方法により立主主aι正ゑ。
（ア）～（ウ）略

ウ 読影結果の判定は、「肺癌集団検診の手ぴきJ（日本肺癌学

会集団検診委員会編）の「肺癌検診における胸部X線写真の

判定基準と指導区分』によって立主主2主主ゑ。
(4）指導区分等

指導区分は、「要精検J及び「精検不要』とし、それぞれ次の

指導を立主主~正ゑ。

① 「要精検jと区分された者

医療機関において精密検査を受診するよう指導するものと

まゑ。

② 「精検不要jと区分された者

翌年の検診の受診を勧めるとともに、禁煙等日常生活上の注

意を墨主主~主主。
なお、指導区分の決定及び精度管理等については、『肺癌集



団検診の手びきJ（日本肺癌学会集団検診委員会編）等を参考

とすること。

また、胸部エックス線写真の読影の結果、結核等肺がん以外

の疾患が考えられる者については、受診者に適切な指導を行う

とともに、『感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律』第53条の2第3項に規定する定期の健康診断等の

実施者又は医療機関に連絡する等の体制を整備すること。

( 5）記録の整備

精密検査の結果がんと診断された者については、必ず個人粟を

作成し、組織型、臨床病期及び治療の状況（切除の有無を含む。）

等について記録正丞。

また、がんが否定された者についても、その後の経過を把握し、

追跡することのできる体制を整備することが望ましい。

( 6）肺がん検診に用いる胸部エックス線写真

65歳以上の対象者については、次の点に宜主主主。

①胸部エックス線写真は、「感染症の予防及び感染症の患者に

対する医療に関する法律」第53条の6に規定する定期の健康

診断に関する記録に準じ、結核健診の実施者において室主」、

肺がん検診の実施者から一時的利用の依頼があった場合には、

迅速かつ円滑に応じられるよう、その管理体制を整備するこ

と。

②略

③肺がん検診の実施者は、結核健診において撮影された胸部エ

国検診の手ぴき」（日本肺癌学会集団検診委員会編）等を参考

とすること。

また、胸部エックス線写真の読影の結果、結核等肺がん以外

の疾患が考えられる者については、受診者に適切な指導を行う

とともに、『感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律』第53条の2第3項l三規定する定期の健康診断等の

実施者又は医療機関に連絡する等の体制を整備すること。

( 5）記録の整備

精密検査の結果がんと診断された者については、必ず個人票を

作成し、組織型、臨床病期及び治療の状況（切除の有無を含む。）

等について記録するものとする。

また、がんが否定された者についても、その後の経過を把握し、

追跡することのできる体制を整備することが望ましい。

(6）肺がん検診に用いる胸部エックス線写真

65歳以土の対象者については、次の点に留意するものとする。

①胸部エックス線写真は、「感染症の予防及び感染症の患者に

対する医療に関する法律」第53条のBに規定する定期の健康

診断に関する記録に準じ、結核健診の実施者において墨互主i主
主~与、柿がん検診の実施者から一時的利用の依頼があった

場合には、迅速かつ円滑に応じられるよう、その管理体制を整

備すること。

②路

③肺がん検診の実施者は、結核健診において撮影された胸部工



ックス線写真を用いて肺がん検診を行うことを肺がん検診の ツクス線写真を用いて肺がん検診を行うことを肺がん検診の

受診者に周知せしめるとともに、利用する胸部エックス線写真 受診者に周知せしめるとともに、利用する胸部エックス線写真

を損傷しないよう十分な注意をもって取り扱い、利用後は速や を損傷しないよう十分な注意をもって取り扱うものとし、利用

かに返却すること。 後は速やかに返却すること。

なお、胸部エックス線写真の利用に伴う胸部エックス線写真 なお、胸部エックス線写真の利用に伴う胸部エックス線写真

及び関連する記録の検索並びに運搬に係る費用については、肺 及び関連する記録の検索並びに運搬に係る費用については、肺

がん検診の実施者において負担すること。 がん検診の実施者において負担すること。

3 乳がん検診 3 乳がん検診

( 1 ）乳がん検診の実施 ( 1 ）乳がん検診の実施

①乳がん検診の実施方式 ①乳がん検診の実施方式

乳房エックス線検査の実施に当たっては、原則として乳房工 乳房エックス線検査の実施に当たっては、原則として乳房エ

ックス線写真の読影を行いながら、視触診を実施する。 ツクス線写真の読影を行いながら、視触診を実施するものとす

ただし、同時に実施するのは、第3の5の（1 ）の④のウの ゑ。

2名の二重読影を行う者のうち、 1名で差し支えない。 ただし、同時に実施するのは、第3の5の（1 ）の④のウの

なお、実施方法を定めるに当たっては、受診者の利便性に配 2名の二重読影を行う者のうち、 1名で差し支えないものとす

慮するとともに、検診の結果を速やかに受診者に通知するな る。

ど、検診の円滑かつ適切な実施に支障をきたすことのないよう なお、実施方法を定めるに当たっては、受診者の利便性に配

蓋企ゑ。 慮するとともに、検診の結果を速やかに受診者に通知するな

ど、検診の円滑かつ適切な実施に支障をきたすことのないよう

努めるものとする。

②視診の留意点 ②視診の留意点

視診に当たっては、乳房の対象性（大きさ及び形）、乳房皮 視診に当たっては、乳房の対象性（大きさ及び形）、乳房皮



膚の陥凹、膨隆、浮腫、発赤、乳頭陥凹及び乳頭びらんの有無

について箪室主ゑ。

③触診の留意点

触診は、指腹法及び指先交互法等r：：より、両手で乳房の内側

から外（又は外側から肉側）に、かつ、頭倶ljから尾側に向かつ

て乳房を軽〈胸壁に向かって圧迫するように立主。

ア乳房の触診

腫癌、結節及び硬結の有無、性状等を盆室主ゑ。

イ リンパ節の触診

肢寓リンパ節及び鎖骨上寓リンパ節の腫脹の有無、性状等

を盆室主ゑ。

ウ乳頭の触診

乳頭からの異常な分泌物の有無、性状等を盆室主ゑ。

④乳房エックス線検査の留意点

ア実施機関の基準

乳房エックス線撮影の実施機関は、当該検査を実施するに

適格な撮影装置（原則として日本医学放射線学会の定める仕

様基準を盈主主、少なくとも適切な線量及び画質基準を満た

す必要があること。）を盤孟ゑ。

なお、日本乳がん検診精度管理中央機構（日本乳癌検診学

会、日本手L癌学会、日本医学放射線学会、日本産科婦人科学

会、日本放射線技術学会及び日本医学物理学会により構成さ

膚の陥凹、膨隆、浮腫、発赤、乳頭陥凹及び乳頭ぴらんの有無

について観察するものとする。

③触診の留意点

触診は、指腹法及び指先交互法等により、両手で乳房の内側

から外（又は外側から内側）に、かつ、頭側から尾側に向かつ

て乳房を軽〈胸壁に向かつて圧迫するように行うものとする。

ア乳房の触診

1重癌、結節及び硬結の有無、性状等を診察するものとする。

イ リンパ節の触診

肢寓リンパ節及び鎖骨上寓リンパ節の腫脹の有無、性状等

を診察するものとする。

ウ乳頭の触診

乳頭からの異常な分泌物の有無、性状等を霊室主ゑ主~

主j主。
④乳房エックス線検査の留意点

ア実施機関の基準

乳房エックス線撮影の実施機関は、当該検査を実施するに

適格な撮影装置（原則として日本医学放射線学会の定める仕

犠基準を満しているものとし、少なくとも適切な線量及び画

質基準を満たす必要があること。）を備えるものとする。

なお、マンモグラフィ検診精度管理中央委員会（日本乳癌

検診学会、日本乳癌学会、日本医学放射線学会、日本産科婦

人科学会、日本放射線技術学会及び日本医学物理学会により



れる委員会をいう。以下同じ。）が開催する乳房エックス線 構成される委員会をいろ。以下同じ。）が開催する乳房エッ

検査に関する講習会文はこれに準ずる講習会を修了した診 クス線検査に関する講習会又はこれに準ずる講習会を修了

療放射線技師が乳房撮影を行うことが望ましい。 した診療放射線技師が乳房撮影を行うことが望ましい。

イ 乳房エックス線写真の撮影について イ 乳房エックス線写真の撮影について

アに規定する撮影装置を用いて、両側乳房について、内外 アに規定する撮影装置を用いて、両側乳房について、内外

斜位方向撮影を立主。 斜位方向撮影を行うものとする。

ただし、内外斜位方向撮影を補完する方法として、 50歳 ただし、内外斜位方向撮影を補完する方法として、 50歳

以上の対象者にも頭尾方向撮影を追加することは差し支え 以上の対象者にも頭尾方向撮影を追加することは差し支え

主心。 ないものとする。

ウ 乳房エックス線写真の読影について ウ 乳房エックス線写真の読影について

読影室の照度やシャウカステンの輝度に十分配慮する等 読影室の照度やシャウ力ステンの輝度に十分配慮する等

読影環境を整えた上で、視触診と同時併用で読影を行い、更 読影環境を整えた上で、視触診と同時併用で読影を行い、更

に十分な経験を有する医師（日本乳がん検診精度管理中央機 に十分な経験を有する医師（マンモグラフィ検診精度管理中

重が開催する読影講習会又はこれに準ずる講習会を修了し 央委員会が開催する読影講習会又はこれに準ずる講習会を

ていることが望ましい。以下閉じ。）による読影を行うこと 修了していることが望ましい。以下同じ。）による読影を行

を原則とする。 うことを原則とする。

また、視触診と同時併用で読影を行うことができない場合 また、視触診と同時併用で読影を行うことができない場合

においても、 2名以上の医師（このうち1名は、十分な経験 においても、 2名以上の医師（このうち1名は、十分な経験

を有すること。）が同時に又はそれぞれ独立して読影する。 を有すること。）が同時に又はそれぞれ独立して読影するも

なお、読影結果の判定は、乳房の左右の別ごとに丘三。 のとする。

なお、読影結果の判定は、乳房の左右の別ごとに行うもの

主主ゑ。

工機器等の品質管理について 工機器等の品質管理について



実施機関は、撮影装置、現像機及びシャウカステンその他

の当該検査に係る機器等について、日常的かつ定期的な品質

管理を行わなければ主主主じ。

オその他

アからエの詳細については、「マンモグラフィによる乳が

ん検診の精度管理マニュアルJ（厚生省老人保健推進費等補

助金・マンモグラフィによる乳がん検診の推進と精度向上に

関する研究班・平成12年 1月）等を室主主主主。

( 2）指導区分等

指導区分は、『要精検』及び「精検不要」とし、それぞれ次の

指導を丘二L。
① 『要精検』と区分された者

医療機関において精密検査を受診するよう謹重正ゑ。

② 『精検不要』と区分された者

次回の検診の受診を勧めるとともに、日常の健康管理の一環

として乳房の自己触診に関する指導を立主。

(3）記録の整備

精密検査の結果がんと診断された者については、必要に応じて

個人票を作成し、医療機関における確定診断の結果及び治療の状

況等について呈盆主ゑ。

また、がんが否定された者についても、その後の経過を把握し、

追跡することのできる体制を整備することが望ましい。

実施機関は、撮影装置、現像機及びシャウカステンその他

の当該検査に係る機器等について、日常的かつ定期的な品質

管理を行わなければならないものとする。

オその他

アからエの詳細については、「マンモグラフィによる乳が

ん検診の精度管理マニュアル」（厚生省老人保健推進費等補

助金・マンモグラフィによる乳がん検診の推進と精度向上に

関する研究班・平成12年1月）等を参考とするものとする。

(2）指導区分等

指導区分は、「要精検』及び「精検不要」とし、それぞれ次の

指導を立主主企主主主。

① 「要精検」と区分された者

医療機関において精密検査を受診するよう指導するものと

主ゑ。

② 「精検不要Jと区分された者

次回の検診の受診を勧めるとともに、日常の健康管理の一環

として乳房の自己触診に関する指導を丘主主企主主ゑ。

(3）記録の整備

精密検査の結果がんと診断された者については、必要に応じて

個人票を作成し、医療機関における確定診断の結果及び治療の状

況等について記録するものとする。

また、がんが否定された者についても、その後の経過を把握し、

追跡することのできる体制を整備することが望ましい。


